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江東区障害者計画等推進協議会設置要綱 

平成１９年１０月１日 

１９江保障第１４３７号 

（設置） 

第１条 障害者基本法（昭和４５年法律第８４号）第１１条第３項の規定に基

づき策定した江東区障害者計画、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に

支援するための法律（平成１７年法律第１２３号）第８８条の規定に基づき

策定した江東区障害福祉計画及び児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）

第３３条の２０の規定に基づき策定した江東区障害児福祉計画に関する総合

的な施策の推進を図るため、江東区障害者計画等推進協議会（以下「推進協

議会」という。）を設置する。 

（所掌事項） 

第２条 推進協議会は、次に掲げる事項を調査し、検討するものとする。 

(1) 江東区障害者計画、江東区障害福祉計画及び江東区障害児福祉計画の推

進に関し必要な事項 

(2) その他区長が必要と認める事項 

（組織） 

第３条 推進協議会は、次に掲げる者のうちから、区長が委嘱する委員２４人

以内をもって組織する。 

(1) 学識経験者 

(2) 医療、教育又は福祉等に従事する専門家 

(3) 障害者団体が推薦する者 

(4) 事業主及び地域代表 

(5) 公募区民 

(6) その他区長が必要と認める者 

（任期） 

第４条 委員の任期は、委嘱の日からその日の属する年度の翌々年度末までと

し、再任を妨げない。ただし、委員の欠員により補充する委員の任期は、前

任者の残任期間とする。 

（会長及び副会長） 
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第５条 推進協議会に会長及び副会長を置き、委員の互選により選出する。 

２ 会長は、推進協議会を代表し、会務を総理する。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるときは、その職務を代理する。 

４ 会長及び副会長に事故あるときは、あらかじめ会長が指名する委員がその

職務を代理する。 

（運営） 

第６条 推進協議会は、会長が招集する。 

２ 会長は、必要があると認めるときは、委員以外の者を会議に出席させるこ

とができる。 

（部会） 

第７条 第２条の所掌事項について、具体的かつ専門的な検討を行うために、

推進協議会に部会を置くことができる。 

２ 部会の座長及び委員は、第３条に定める委員のうちから会長が指名する。 

３ 部会は、座長が招集する。 

（庁内計画推進委員会） 

第８条 推進協議会を補佐するため、庁内計画推進委員会（以下「委員会」と

いう。）を置く。 

２ 委員会の委員長は、福祉推進担当部長をもって充てる。 

３ 委員会の委員は、別表第１に掲げる職にある者をもって充てる。 

４ 委員長は委員会を招集し、会務を総理する。 

（庁内計画推進委員会幹事会） 

第９条 委員会を補佐するため、庁内計画推進委員会幹事会（以下「幹事会」

という。）を置く。 

２ 幹事会の幹事長は、福祉部障害者支援課長をもって充てる。 

３ 幹事会の幹事は、別表第２に掲げる職にある者をもって充てる。 

４ 幹事会は、幹事長が必要と認めるときは、幹事以外の者を会議に出席させ

ることができる。 

５ 幹事長は幹事会を招集し、会務を総理する。 

６ 幹事会は、必要に応じて専門分野別に会議を開くことができる。 

（庶務） 
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第１０条 推進協議会、部会、委員会及び幹事会の庶務は、福祉部障害者支援

課において処理する。 

（委任） 

第１１条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、会長が定める。 

附 則 

江東区障害者計画・障害福祉計画策定協議会設置要綱（平成１８年４月２０

日１８江保障第１２９号）は、廃止する。 

附 則 

この規程は、平成２２年４月１日から施行する。 

附 則 

この規程は、平成２４年４月１日から適用する。 

附 則 

この規程は、平成２６年４月１日から施行する。 

別表第１（第８条関係） 

政策経営部長、総務部長、地域振興部長、福祉部長、保健所長、こども未来

部長、都市整備部長、土木部長、教育委員会事務局次長 

別表第２（第９条関係） 

政策経営部企画課長、政策経営部計画推進担当課長、政策経営部財政課長、

総務部防災課長、地域振興部スポーツ振興課長、福祉部福祉課長、福祉部長寿

応援課長、福祉部地域ケア推進課長、福祉部介護保険課長、福祉部塩浜福祉園

長、保健所健康推進課長、保健所保健予防課長、こども未来部子育て支援課長、

こども未来部保育計画課長、こども未来部保育課長、都市整備部まちづくり推

進課長、土木部交通対策課長、教育委員会事務局学校支援課長 
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江東区障害者計画・第５期江東区障害福祉計画・ 

第１期障害児福祉計画の概要 

 

【江東区障害者計画】 

１ 根拠法令   障害者基本法第 11 条第３項 

         市町村は、障害者基本計画及び都道府県障害者計画 

を基本とするとともに、当該市町村における障害者の状 

況等を踏まえ、当該市町村における障害者のための施策 

に関する基本的な計画（以下「市町村障害者計画」とい 

う。）を策定しなければならない。 

 

２ 計画期間   平成 30 年度～平成 35 年度（６年間） 

 

３ 基本理念（Ｐ28） 

障害者基本法の目的規定（第１条）を受けて策定しています。 

  （１）共生社会の実現 

  （２）障害者の自立支援  

  （３）生活の質の向上 

 

４ 基本目標（Ｐ29） 

  基本理念を実現するために、次の４つの基本目標を掲げています。 

  （１）障害者の地域生活の確立 

  （２）障害者の社会参加・参画の推進 

  （３）共に支えあう地域社会の構築 

（４）配慮を必要とするこどもの支援体制の充実 
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５ 施策の体系（Ｐ30） 

  基本理念・基本目標を受けて、次の９つの施策の柱を定めています。また、それ

ぞれの施策の柱ごとに、具体的な施策を実施しています。 

基本理念 基本目標 施策の柱 

共生社会の実現 

障害者の自立支援 

生活の質の向上 

障害者の 

地域生活の確立 

１ 相談・情報提供体制の充実

とコミュニケーションの支

援 

２ 自立生活の支援 

３ 健康を守る保健・医療の充

実 

障害者の 

社会参加・ 

参画の推進 

４ ユニバーサルデザインの視

点による生活環境の改善 

５ 雇用・就労の拡大 

６ 地域活動の支援 

共に支えあう地

域社会の構築 

７ 区民の理解と共感の醸成 

８ 安全・安心な地域生活環境

の整備 

配慮を必要とす

るこどもの支援

体制の充実 

９ 配慮を必要とするこどもの

ための教育・療育等の充実 

 

（施策の柱→施策） 

１ 相談・情報提供体制の充実とコミュニケーションの支援 （Ｐ32～） 

  利用者本位の考え方に基づく相談支援の充実、障害特性に応じた 

コミュニケーション支援の充実を図っていきます。また、障害者の 

意思決定の支援に配慮しつつ、権利擁護体制の充実を図ります。 

《施策》（１）相談支援及び権利擁護体制の充実 

   （２）情報バリアフリー化の推進 

   （３）コミュニケーション支援の充実 

 

２ 自立生活の支援 （Ｐ41～） 

   ソーシャルインクルージョンの理念のもと、障害者が入所施設・病院か

ら地域へと移行できるよう、体制づくりを進めます。 

《施策》（１）訪問系サービス等の充実 

   （２）日中活動及び居住支援の充実 
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   （３）移動支援及び福祉用具の利用支援 

   （４）福祉サービスの質の向上 

   （５）経済的自立の支援 

   （６）新たな地域生活支援拠点の整備 

   （７）家族・介護者への支援 

 

３ 健康を守る保健・医療の充実 （Ｐ57～） 

   障害の要因となる疾病の予防や早期発見・健康維持のため、保健・医療

サービスの充実を図ります。 

《施策》（１）保健サービスの充実 

   （２）医療サービスの充実 

 

 ４ ユニバーサルデザインの視点による生活環境の改善 （Ｐ62～） 

   障害のある人もない人も、誰もが安全で快適に生活できるように、ユニ

バーサルデザインの視点から、生活環境の改善を進めていきます。 

《施策》（１）やさしいまちづくりの推進 

   （２）住宅改修・バリアフリー化 

 

 ５ 雇用・就労の拡大 （Ｐ65～） 

   庁内常設販売コーナー「るーくる」の運営支援や障害者就労・生活支援

センター等を通じ、障害者の一般就労に向けた取組みを進めます。 

《施策》（１）就労支援の充実 

   （２）雇用・就労の場の確保 

 

 ６ 地域活動の支援 （Ｐ70～） 

   障害者が社会の中で、あらゆる分野の活動に参加できるよう、制度や参

加の機会等を広げていきます。 

《施策》（１）生涯学習・文化活動の支援 

    （３）スポーツ活動の支援 

   （２）行政と区民との協働（区政への参画） 

 

 ７ 区民の理解と共感の醸成 （Ｐ75～） 

   障害者施策の展開に当たっては、区民の理解や協力が必要であることか

ら、障害に対する理解及び心のバリアフリーを広めていきます。 

《施策》（１）啓発・広報活動の推進 

   （２）福祉教育の推進 
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 ８ 安全・安心な地域生活環境の整備 （Ｐ78～） 

   災害時要援護者対策など防災対策の充実、地域で活動するボランティア

の育成に努めていきます。 

《施策》（１）防災・防犯対策の推進 

   （２）地域の支えあいの推進 

 

９ 配慮を必要とするこどものための教育・療育等の充実 （Ｐ82～） 

   発達障害などの早期発見・適切な支援のため、関係機関との連携や地域

の理解を促進していきます。 

《施策》（１）乳幼児や就学前児童などに対する健診及び相談の充実 

   （２）療育・保育・就学前教育の充実 

   （３）特別支援教育体制の充実 

（４）放課後対策の充実 

 

 

６ 計画の推進に向けて（Ｐ89～） 

 （１）障害者福祉に関する行政等の体制の整備  

     障害者施策の総合的な推進のために、区役所内外の関係機関との連携を強

化します。 

（２）区と区民・関係団体・地域自立支援協議会との連携強化 

     「共生社会の実現」に向けて区民の理解を醸成するとともに、計画の策定

及び実施に当たっては障害者団体や区民等との連携を強化し、参加・参画を

進めます。また、地域自立支援協議会で把握された課題等を踏まえ、相互に

協力・連携し、障害者施策を推進します。 

（３）計画の進行管理と評価 

     計画の実施に当たっては、江東区障害者計画・障害福祉計画推進協議会に

おいて、計画の進行管理や点検・評価を行っていきます。 
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【第 5期江東区障害福祉計画】 

１ 根拠法令   障害者総合支援法第 88 条第１項 

         市町村は、基本指針に即して、障害福祉サービスの 

提供体制の確保その他この法律に基づく業務の円滑な 

実施に関する計画（以下「市町村障害福祉計画」という。） 

を定めるものとする。 

 

２ 計画期間   平成 30 年度～平成 32 年度（３年間） 

 

３ 平成 32 年度の成果目標（Ｐ91～） 

  以下の４項目について成果目標を設定しています。 

 （１）福祉施設の入所者の地域生活への移行 

    基準日（平成 28 年度末）時点の施設入所者 307 人のうち、その 9％に当た

る 28 人を、平成 32 年度末までの地域移行の目標値とします。 

  

（２）精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築 

   精神障害への地域での支援充実のため、関係機関等の協議の場を平成 32 年

度末までに設置します。 

   

 （３）地域生活支援拠点等の整備 

    障害者の地域生活を支援する機能（相談、体験の機会・場、緊急時の受入・

対応、専門性、地域の体制づくり等）の集約等を行う拠点等について、長期計

画において多機能型入所施設の整備を予定していることを踏まえ、地域におけ

る支援体制の構築に向けて検討を進めます。 

 

 （４）福祉施設から一般就労への移行等 

    平成 32 年度における、江東区障害者就労・生活支援センター利用者の一般

就労移行者目標数は、平成 28 年度（基準年度）移行実績の同数の 80 人とし、

福祉施設からの一般就労移行者目標数は 27 人とします。また、センター利用

者の一般就労 1年後の職場定着率を 8割とします。 
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４ サービス必要量の見込みと確保のための方策 （Ｐ96～） 

  平成 30 年度から平成 32 年度までの、各年度における障害福祉サービスの見込量 

（月間）を設定しています。 

    

（１）訪問系サービス （Ｐ96～） 

    サービス提供事業者が居宅に訪問して行うもので、次の５種類があり

ます。 

     ① 居宅介護  ② 重度訪問介護  ③ 同行援護 

     ④ 行動援護  ⑤ 重度障害者等包括支援 

 

（２）日中活動系サービス （Ｐ98～） 

    昼間に、入所または通所により、訓練・介護等を提供するサービ 

スです。次の７種類があります。 

  ① 生活介護    ② 自立訓練  ③ 就労移行支援 

  ④ 就労継続支援  ⑤ 就労定着支援 ⑥ 療養介護 

  ⑦ 短期入所 

 

（３）居住系サービス （Ｐ106～） 

    共同生活を行う住居や施設において、訓練等給付または介護給付 

を提供するサービスです。次の３種類があります。 

       ① 自立生活援助 ② 共同生活援助  ③ 施設入所支援 

 

  （４）相談支援 （Ｐ108～） 

      相談支援の充実を図るために設けられたサービスです。次の２種類があ 

ります。 

 ① 計画相談支援  ② 地域相談支援（地域移行支援・地域定着支援） 

 

５ 地域生活支援事業に関する事項 （Ｐ112～） 

  区市町村の創意工夫により、柔軟に実施できる事業です。各事業ごとに、平成 

30 年度から平成 32 年度までのサービス見込量を設定しています。 

 

  （１）理解促進研修・啓発事業 

      障害者等の理解を深めるため研修・啓発を通じて地域住民への働きかけ 

     を強化する事業です。 

 

  （２）自発的活動支援事業 

      障害者等が自立した日常生活及び社会生活を営むことができるよう、障
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害者等、その家族、地域住民等による地域における自発的な取り組みを支

援する事業です。 

 

  （３）相談支援事業 

      障害者等からの相談に応じ、必要な情報の提供や助言を行うほか、障害

者の権利擁護のために必要な援助を行う事業です。 

 

  （４）成年後見制度利用支援事業 

      知的障害者または精神障害者で、制度利用を希望する低所得者に対し、

家庭裁判所への申立て費用等を助成する事業です。 

 

  （５）成年後見制度法人後見支援事業 

      成年後見制度において後見人が得られない場合に、法人後見及び社会貢 

献型後見人の法人後見監督を受任する事業です。 

 

（６）意思疎通支援事業 

     聴覚・言語機能等の障害のため意思疎通が困難な方に手話通訳者派遣等 

を行うことで、意思疎通の円滑化を図ります。 

 

  （７）日常生活用具給付等事業 

      障害者等に対し、自立生活支援用具等を給付または貸与することによっ 

て、日常生活上の便宜を図ります。 

 

  （８）手話奉仕員養成研修事業 

      手話で日常会話を行うのに必要な手話語彙及び手話表現技術を習得し 

た者を養成する事業です。 

 

（９）移動支援事業 

      屋外での移動が困難な障害者等に、外出のための支援を行うことで、地

域での自立生活や社会参加を促すことを目的としています。 

 

  （10）地域活動支援センター機能強化事業 

      創作活動や生産活動の機会の提供などセンターの基礎的事業に加え、相 

談支援事業や入浴サービス等の事業を併せて行うものです。 

 

  （11）その他の事業 

      訪問入浴サービス、点字版・声の広報製作等を行っています。  
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【第 1期江東区障害児福祉計画】 

１ 根拠法令   児童福祉法第 33 条の 20 第１項 

         市町村は、基本指針に即して、障害児通所支援及び 

        障害児相談支援の提供体制の確保その他障害児通所支

援及び障害児相談支援の円滑な実施に関する計画（以

下「市町村障害児福祉計画」という。）を定めるものと

する。 

 

 

２ 計画期間   平成 30 年度～平成 32 年度（３年間） 

 

３ 平成 32 年度の成果目標（Ｐ121～） 

  以下の 4項目について成果目標を設定しています。 

 

 （１）児童発達支援センターの設置 

平成 32 年度末までに児童発達支援センターを１か所設置することとされて 

いますが、本区においては既に２か所設置されており、現状維持を基本として

状況に応じて検討していくこととしています。 

 

（２）保育所等訪問支援を利用できる体制の構築 

    平成 32 年度末までに保育所等訪問支援が利用できる体制を構築することと

されていますが、本区では既に実施していることから、継続実施を目標として

います。 

 

 （３）重症心身障害児を支援する事業所の確保 

    平成 32 年度末までに重症心身障害児を支援する児童発達支援事業所及び放

課後等デイサービス事業所を 1か所以上確保することされていますが、本区に

おいては、既に確保されていることから、現状維持を基本として状況に応じて

検討していくこととしています。 

 

 （４）保健・医療等の関係機関が連携を図るための協議の場の設置 

    平成 30 年度末までに医療的ケア児支援のための関係機関の協議の場を設置

することとされていることから、「小児在宅医療連携推進会議」を設置したと

ころです。 
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４ サービス必要量の見込みと確保のための方策 （Ｐ122～） 

  平成 30 年度から平成 32 年度までの、各年度における障害児通所支援の５事業に 

ついて見込量（月間）を設定しています。 

    

① 児童発達支援  ② 医療型児童発達支援  ③ 放課後等デイサービス 

④ 保育所等訪問支援  ⑤ 居宅訪問型児童発達支援 



                      

 
   

 
計画等推進協議会の活動予定  
 

   計画等推進協議会の委員の任期は３年です。最終年次には、第６期障害福

祉計画及び第２期障害児福祉計画の策定が予定されています。 
   

年

次 
年

度 
計画等推進協議会の  

主な活動内容  

１

年

目 

平

成

30
年

度 

・計画の進行管理・点検等（２９年度実績） 
・障害者実態調査 
  平成３１年度実施に向けての検討。 

 
【協議会開催予定２回】 
 

２

年

目 

平

成

31
年

度 

・障害者実態調査 
第６期障害福祉計画・第２期障害児福祉計画策定のための 
基礎資料とするための調査実施。 

・計画の進行管理・点検等（３０年度実績） 
 
【協議会開催予定３回】 
 

３

年

目 

平

成

32
年

度 

・障害福祉計画・障害児福祉計画策定 
第６期障害福祉計画・第２期障害児福祉計画を策定。 

・計画の進行管理・点検等（３１年度実績） 
 
【協議会開催予定４回】 
 

  
   ※計画の策定にあたっては、地域自立支援協議会と連携してまいります。 
 

資料 3



江 東 区 障 害 者 計 画 の 進 捗 状 況

江 東 区 障 害 者 計 画 等 推 進 協 議 会　

平 成 30 年 8 月 8 日

福 祉 部 障 害 者 支 援 課

資料 4



基本理念 基本目標

1 相談・情報提供体制の充実と （１）相談支援及び権利擁護体制の充実

共生社会の実現 コミュニケーションの支援 （２）情報バリアフリー化の推進

（３）コミュニケーション支援の充実

2 自立生活の支援 （１）訪問系サービス等の充実

（２）日中活動及び居住支援の充実

（３）移動支援及び福祉用具の利用支援

（４）福祉サービスの質の向上

（５）経済的自立の支援

（６）新たな地域生活支援の拠点の整備

障害者の自立支援 （７）家族・介護者への支援

3 健康を守る保健・医療の充実 （１）保健サービスの充実

（２）医療サービスの充実

4 ユニバーサルデザインの視点に （１）やさしいまちづくりの推進

よる生活環境の改善 （２）住宅改修・バリアフリー化

5 雇用・就労の拡大 （１）就労支援の充実

（２）雇用・就労の場の確保

生活の質の向上 6 地域活動の支援 （１）生涯学習・スポーツ・文化活動の支援

（２）行政と区民との協働（区政への参画）

7 配慮を必要とするこどものための （１）乳幼児や就学前児童などに対する健診及び相談の充実

教育・療育等の充実 （２）療育・保育・就学前教育の充実

（３）特別支援教育体制の充実

（４）放課後対策の充実

8 区民の理解と共感の醸成 （１）啓発・広報活動の推進

（２）福祉教育の推進

9 安全・安心な地域生活環境の整備 （１）防災・防犯対策の推進

（２）地域の支えあいの推進

　障害のある人が、社会の構
成員としてその尊厳が
重んぜられ、あらゆる活動に
参加・参画し、社会の一員と
して責任を分かち合えるよう
支援します。 障害者の

社会参加
・参画の推進

　障害のある人もない人も、
健康で豊かな生活を送ること
ができるように、生活の質（ク
オリティ・オブ・ライフ）の向上
を図ります。

配慮を必要とする
こどもの

支援体制の充実

共に支えあう
地域社会の構築

　施策の体系
《 基本理念 → 基本目標 → 施策の柱 》

施策の柱 施   策

　障害のある人もない人も、
誰もが地域社会の一員と
して人格と個性を尊重し、
お互いに助け合うことに
よって、安心して暮らすこと
ができる共生社会をめざしま
す。

障害者の
地域生活の確立

1



１　相談・情報提供体制の充実とコミュニケーションの支援

（１）相談支援及び権利擁護体制の充実
※１

　　①　身近な相談支援の充実 ※２

№

1 身体障害者相談員 身体障害者相談員 身体障害者相談員 身体障害者相談員 身体障害者相談員 障害者支援課

　17人 　17人 　17人 　16人 　16人

知的障害者相談員 知的障害者相談員 知的障害者相談員 知的障害者相談員 知的障害者相談員

   7人    7人    7人    7人    7人

相談件数　身体　143件 相談件数　身体　80件 相談件数　身体　88件 相談件数　身体　123件 相談件数　 身体　 61件

　　　　　　　　知的　529件 　　　　　　　　知的　609件 　　　　　　　　知的　460件 　　　　　　　　知的　573件 　　　　　　　  知的　496件

2 一般精神 一般精神 一般精神 一般精神 一般精神 保健予防課

82回　延べ173人 80回　延べ160人 59回　延べ177人 83回　延べ159人 83回　延べ170人

　平成22年度の実績は、 思春期 思春期 思春期 思春期 思春期

一般精神：72回 　 延べ120人 60回　延べ140人 57回　延べ125人 60回　延べ135人 60回　延べ136人 60回　延べ143人

思 春 期：57回 　　延べ121人 酒害 酒害 酒害 酒害 酒害

酒　　害：96回 　   延べ389人 95回　延べ431人 96回　延べ370人 96回　延べ319人 96回　延べ313人 94回　延べ289人

高齢精神：28回　　延べ45人 高齢精神 高齢精神 高齢精神 高齢精神 高齢精神

27回 　延べ45人 27回 　延べ58人 27回 　延べ55人 28回 　延べ48人 28回 　延べ44人

3 保健予防課

障害者自立支援法は、平成25年4月1日から、「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律」（障害者総合支援法）と改め
られました。

前計画策定時の事業内容及び実績値を記載しています。

平成29年度実績

42回　延べ70人

平成28年度実績

平成22年度は、身体障害者相談員
17人、知的障害者相談員7人。

相談支援

精神保健相談

難病相談

　難病で治療中又は疑いをもって心
配している方及びその家族を対象
に、患者・家族の療養環境の整備改
善のために、専門医、医師会医師、
理学療法士、保健師等が医療相談
を行っている。平成22年度の実績
は、42回　延べ73人。

充
実

継
続

平成25年度実績

41回　延べ58人

平成26年度実績

41回　延べ66人

目
標

継
続

事業内容及び平成22年度実績など

41回　延べ59人

事業名 担　当　課

障害者支援課や、身体障害者相
談員、知的障害者相談員が行う相
談支援の活動。

保健相談所で一般精神、思春期、
酒害、高齢期に分けて実施。

平成27年度実績

42回　延べ71人

12
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№

4 協議会開催　2回 協議会開催　2回 協議会開催　2回 協議会開催　2回 協議会開催　2回 障害者支援課

〔主な議題〕 〔主な議題〕 〔主な議題〕 〔主な議題〕 〔主な議題〕

・障害者実態調査

・ヘルプカード

・障害者実態調査

　　②　権利擁護体制の充実

№

5 地域ケア推進課

認知症高齢者　5件 認知症高齢者　8件 認知症高齢者 　10件 認知症高齢者 　8件 認知症高齢者 　11件

※うち申立費用2件

知的障害者　　0件 知的障害者　　0件 知的障害者　　  0件 知的障害者　　   0件

知的障害者　または　  

　平成22年度の実績は、 精神障害者　　2件 精神障害者　　3件 精神障害者　　 　1件 精神障害者　　 　3件 精神障害者　　 　6件

　　 認知症高齢者  4件

　　 知的障害者 　 0件  

　　 精神障害者　  2件

平成29年度実績

平成29年度実績

事業名 事業内容及び平成22年度実績など
目
標

平成25年度実績 平成26年度実績 平成27年度実績

・第4期障害福祉計画策
定

担　当　課平成28年度実績

平成28年度実績
目
標

地域自立支援
協議会

事業名

知的障害者、精神障害者、認知症
高齢者などで判断能力が十分でな
い方を保護する制度の利用に対す
る助成。同制度を希望する低所得者
を対象として、申立てに要する費用
や後見人報酬の助成をする。

事業内容及び平成22年度実績など 平成27年度実績

成年後見制度
利用支援

充
実

充
実

平成25年度実績 平成26年度実績

・障害者差別解消法への
対応

障害児・者が地域で自立した生活
を営むことができる社会の実現に向
け、相談支援体制をはじめとする福
祉サービスの連携や支援の体制に
関して協議する場。

担　当　課

・障害者差別解消法への
対応

・障害者計画・障害福祉
計画・障害児福祉計画策
定

・障害者差別解消法の実
績報告

23



№

6 一般相談　6,511件 一般相談　6,905件 一般相談　8,499件 一般相談　9,112件 一般相談　8,875件 地域ケア推進課

認知症　5,666件 認知症　6,107件 認知症　7,201件 認知症　7,848件 認知症　7,526件

知的障害　　407件 知的障害　　276件 知的障害　384件 知的障害　369件 知的障害　498件

精神障害　　373件 精神障害　　423件 精神障害　680件 精神障害　717件 精神障害　710件

その他　65件 その他　99件 その他　234件 その他　178件 その他　141件

　平成22年度の実績は、 専門相談 専門相談 専門相談 専門相談 専門相談

　　一般相談　5,880件 50回　137件 48回　127件 48回　120件 55回　136件 52回　129件

　（認知症5,535件、知的障害168件、 日常生活自立支援事業 日常生活自立支援事業 日常生活自立支援事業 日常生活自立支援事業 日常生活自立支援事業

　　　精神障害38件 その他139件） 　契約事業　76件 　契約事業　81件 　　契約事業　　94件 　　契約事業　　94件 　　契約事業　　89件

　　専門相談 44回　105件 　（内訳） 　（内訳） 　　（内訳） 　　（内訳） 　　（内訳）

　　日常生活自立支援事業　 認知症高齢者　62件 認知症高齢者　66件 認知症高齢者　72件 認知症高齢者　69件 認知症高齢者　64件

　　　　契約事業　56件 知的障害者　　7件 知的障害者　　6件 知的障害者　10件 知的障害者　10件 知的障害者　12件

　　（認知症48件、知的障害者7件、 精神障害者　　5件 精神障害者　　6件 精神障害者　　8件 精神障害者　　10件 精神障害者　　8件

　　その他1件) その他　2件 その他　3件 その他　　4件 その他　　5件 その他　　5件

7 地域ケア推進課

公募2名　区で推薦 公募1名　区で推薦

養成者　12名 養成者　13名

受任　2件 受任　2件

平成29年度実績

平成28年度より権利擁護
センターと共同で独自の
市民後見人養成講座を
開催。
平成29年度は、1年目の
選考通過者に対して専
門講座及び実習を実施
した。
受講者　6名

これにより、市民後見人
（後見活動メンバー）の登
録は19名となった。

　
受任　4件

平成28年度実績平成27年度実績事業名 事業内容及び平成22年度実績など
目
標

平成25年度実績 平成26年度実績 担　当　課

権利擁護センターと共同
で独自の市民後見人養
成講座を開催。

修了者　43名
選考通過者　6名

※選考通過者は平成29年度
より権利擁護センターで実施
される専門研修・実習へ進
み、養成課程で一定以上の
実績と能力を認められた者に
ついて、市民後見人候補者と

して登録予定。

　
受任  2件

　親族や専門職（弁護士等）以外
で、後見業務を担う「社会貢献型後
見人等」の候補者を、東京都と 区・
権利擁護センターが協同して養成
する。
平成27年度より、区と権利擁護セン
ターの共同事業へ変更。

充
実

社会貢献型
後見人養成

　日常生活に不安のある高齢者や
障害者などが、住みなれた地域で安
心して暮らせるように、福祉サービス
の利用手続きや財産管理の援助、
悪質商法などの法律行為について
の相談・助言、成年後見制度の利用
支援などを行っている。

　平成22年度の実績は、東京都後
見人等候補者養成事業基礎講習受
講者として公募2人を区で推薦。同
講習平成19・20年度修了者3人が権
利擁護センターにて日常生活自立
支援事業生活支援員として活動。

東京大学院がプログラム
開発、一般社団法人レジ
リエンス教育研究所が主
催する「市民後見人養成
講座」に、区が市民後見
人の的確性を有する者を
受講させることで養成。
対象者は選考により決
定。
養成者　3名
受任　2件
※28年度より事業名を
「市民後見人養成」に変
更

権利擁護センター
「あんしん江東」

継
続
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（２）情報バリアフリー化の推進

　　①　情報提供の充実

《視覚障害者対象サービス》

№

8 広報広聴課

　毎月1・11・21日及び特集号発行。

　平成22年度の実績は

　43号（通常号36号、特集号7号）

　　　点字版 各56部、声の広報 38号（通常号36号、特集号2号） 42号（通常号36号、特集号6号） 41号（通常号36号、特集号5号） 38号（通常号36号、特集号2号） 38号（通常号36号、特集号2号）

　　　 各100部 点字版　各48部 点字版　各47部 点字版　各45部 点字版　各44部 点字版　各44部

　平成23年度よりＣＤ版も追加。 声の広報　各107部 声の広報　各107部 声の広報　各100部 声の広報　各99部 声の広報　各92部

9  区議会だよりのカセットテープ 区議会事務局

作成。

　　　定例号　60分×2本×4回

　　　臨時・新年号 60分×1本

平成22年度の作成実績 1,003本 ◎デイジー版 ◎デイジー版 ◎デイジー版 ◎デイジー版 ◎デイジー版

平成23年度よりＣＤ版も追加。 定例号　1枚×4回 定例号　1枚×4回 定例号　1枚×4回 定例号　1枚×4回 定例号　1枚×4回

臨時・新年号　1枚×2回 臨時・新年号　1枚×2回 臨時・新年号　1枚×2回 臨時・新年号　1枚×2回 臨時・新年号　1枚×2回

◎ＣＤ版 ◎ＣＤ版 ◎ＣＤ版 ◎ＣＤ版 ◎ＣＤ版

定例号　2枚×4回 定例号　2枚×4回 定例号　2枚×4回 定例号　2枚×4回 定例号　2枚×4回

臨時・新年号　1枚×2回 臨時・新年号　1枚×2回 臨時・新年号　1枚×2回 臨時・新年号　1枚×2回 臨時・新年号　1枚×2回

こうとう区報（毎月1・11・
21日及び特集号発行）の
点字版及びカセットテー
プ・デイジー版・CD作
成。音声データのホーム
ページでの公開。

　こうとう区報（毎月1・11・
21日及び特集号発行）の
点字版及びカセットテー
プ・デイジー版・CD作
成。音声データのホーム
ページでの公開

区議会だよりのデイジー
版、ＣＤ版、カセットテー
プ版を作成。音声データ
のホームページでの公
開。

声の区議会
だより

継
続

　こうとう区報（毎月1・11・
22日及び特集号発行）の
点字版及びカセットテー
プ・デイジー版・ＣＤ作
成。音声データのホーム
ページでの公開。

区議会だよりのデイジー
版、ＣＤ版、カセットテー
プ版を作成。音声データ
のホームページでの公
開。

事業内容及び平成22年度実績など 平成28年度実績

こうとう区報（毎月1・11・
21日及び特集号発行）の
点字版及びカセットテー
プ・デイジー版・CD作
成。音声データのホーム
ページでの公開。

区議会だよりのデイジー
版、ＣＤ版、カセットテー
プ版を作成。音声データ
のホームページでの公
開。

平成29年度実績

点字広報と
声の広報

　区報の点字版及びカセットテープ
を作成。

区議会だよりのＣＤ版、カ
セットテープ版を作成。
音声データのホームペー
ジでの公開。
※25年度よりデイジーＣ
Ｄ版を新たに作成

担　当　課平成26年度実績 平成27年度実績事業名

　こうとう区報（毎月1・11・
22日及び特集号発行）の
点字版及びカセットテー
プ・ＣＤ作成。音声データ
のホームページでの公
開。
※25年度よりデイジー版
を新たに作成

目
標

平成25年度実績

継
続

区議会だよりのデイジー
版、ＣＤ版、カセットテー
プ版を作成。音声データ
のホームページでの公
開。
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№

10 平成25年6月執行 平成26年12月執行 平成27年4月執行 選挙管理委員会

東京都議会議員選挙 衆議院議員選挙 江東区議会議員 事務局

　・江東区長選挙

点字ジャーナル号外 点字ジャーナル号外 点字ジャーナル号外

 平成23年4月執行　 （選挙のお知らせ） （選挙のお知らせ） （選挙のお知らせ）

 江東区議会議員・江東区長選挙 点字版　33名郵送 点字版　31名郵送 点字版　31名郵送

音訳版　72名郵送 音訳版　53名郵送 音訳版　80名郵送

　点字版　点字ジャーナル号外

（選挙のお知らせ）　88名郵送 点字シール 点字シール 点字シール

投票所入場整理券 投票所入場整理券 投票所入場整理券

　点字シール 投票所入場整理券　 39名郵送 38名郵送 38名郵送

45名郵送

平成25年7月執行

参議院議員選挙

平成28年7月執行
参議院議員選挙
点字ジャーナル号外
（選挙のお知らせ）
　　　　点字版　37名郵送
　　　　音訳版　75名郵送
点字シール
投票所入場整理券
　　　　　　　　 　36名郵送

平成28年７月執行
東京都知事選挙
点字ジャーナル号外
（選挙のお知らせ）
　　　　点字版　37名郵送
　　　　音訳版　75名郵送
点字シール
投票所入場整理券
　　　　　　　 　　36名郵送

平成29年度実績

点字による
選挙のお知らせ

継
続

目
標

担　当　課事業内容及び平成22年度実績など 平成25年度実績 平成26年度実績 平成27年度実績 平成28年度実績事業名

　視覚障害者へ「点字ジャーナル号
外（選挙のお知らせ）」や点字シール
を貼った「投票所入場整理券」を郵
送。（希望者）

平成29年7月執行
東京都議会議員選挙
点字ジャーナル号外
（選挙のお知らせ）
　　　　点字版　29名郵送
　　　　音訳版　73名郵送
点字シール
投票所入場整理券
　　　　　　　　 　33名郵送

平成29年10月執行
衆議院議員選挙
点字ジャーナル号外
（選挙のお知らせ）
　　　　点字版　30名郵送
　　　　音訳版　73名郵送
点字シール
投票所入場整理券
　　　　　　　 　　33名郵送
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№

11 障害者支援課

55件 48件 46件 48件 64件

(一般11件、公的44件） (一般4件、公的44件） (一般7件、公的39件） (一般11件、公的37件） (一般22件、公的42件）

　平成22年度の実績は、73件。

12 江東図書館

33件

　平成22年度の実績は、18件。

13 江東図書館

延べ544人 延べ524人 延べ495人 延べ529人 延べ479人

1,859時間 1,722時間 1,632時間 1,714時間 1,529時間

14 江東図書館

平成22年度の実績は23タイトル。

平成29年度実績

26件

57タイトル

28件

担　当　課事業名

対面朗読サービス

録音図書の作成

図書館資料の
点訳等サービス

　視覚障害者への図書・パンフレット
等の墨字資料を、音訳者が館内の
対面朗読室で音訳するサービス。

平成25年度実績

46タイトル

　図書等の墨字資料を、音訳者が
テープに録音して録音図書を作成
する。

　日常生活上必要とする情報の点
訳、墨訳（点字を文字に訳す）また
は対面朗読のサービス。

　平成22年度の利用実績は、延べ
761人　2,378時間

事業内容及び平成22年度実績など

26タイトル 71タイトル25タイトル

平成26年度実績 平成28年度実績

継
続

点訳等サービス

33件

目
標

継
続

　視覚障害者を対象に、資料を点
訳。 継

続

継
続

平成27年度実績

26件
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№

15 江東図書館

4,587点 4,592点 4,507点 4,156件 3,908件

16 江東図書館

5種類 3種類 4種類 4種類 4種類

19回発行 18回発行 20回発行 22回発行 22回発行

17 障害者支援課

7件 1件 5件 8件 6件

　平成22年度の給付実績は6件。

18 江東図書館

大活字本の貸出 貸出数　12,305冊 貸出数　12,733冊 貸出数　12,054冊 貸出数　13,530冊 貸出数　13,769冊

平成29年度実績平成26年度実績 平成27年度実績 担　当　課事業名 事業内容及び平成22年度実績など
目
標

平成28年度実績

図書館で新たに購入した図書、Ｃ
Ｄ、カセットテープ、全国の図書館で
新しく作成した録音・点字図書の案
内を録音し、郵送してお知らせをす
るサービス。

平成25年度実績

点字図書の給付

録音図書等
の貸出

　視力障害者や高齢者のために、一
般より大きめの活字で印刷された図
書を揃え、貸出している。

継
続

声の新刊案内 継
続

　点字図書を一般図書価格相当額
で給付。

　平成22年度実績は、5種類
計27回発行

　平成22年度の貸出総合計は、
5,196点（デイジー含む）。

　録音図書・点字図書・市販ＣＤ・カ
セットテープを、郵送にて貸出を行
う。 継

続

継
続

78



《聴覚障害者対象サービス》

№

19 障害者支援課

20 江東図書館

21 江東図書館

22 危機管理課

平成26年3月末現在 平成27年3月末現在 平成28年3月末現在 平成29年3月末現在 平成30年3月末現在

登録者数　13,395件 登録者数　15,292件 登録者数　18,558件 　　登録者数  19,384件 　　登録者数  22,108件

平成29年度実績

継続実施
（№26～27を参照）

継続実施

継続実施

平成28年度実績

継続実施
（№26～27を参照）

継続実施

継続実施継続実施

継続実施
（№26～27を参照）

　区が主催する説明会等で手話通
訳・要約筆記者を配置し、聴覚障害
者へ情報を伝達する。

手話通訳・
要約筆記者

派遣

継続実施　

継続実施
（№26～27を参照）

継続実施

継続実施

担　当　課

継続実施

継続実施
（№26～27を参照）

平成26年度実績事業名
目
標

こうとう
安全安心

メール

　インターネット対応の携帯電話また
はパソコンから事前登録していただ
くと、江東区内の不審者情報や、
ひったくり、空き巣、振り込め詐欺等
の各種防犯対策情報や、地震等の
災害、各種気象警報、区からの防災
情報等がメールにて配信される。

図書館
予約資料到着の
メールによる通知

継
続

  図書館資料をインターネット予約
し、メール通知を希望する方につい
ては、アドレスの登録を行っていた
だいたうえで、予約資料の取置きに
ついてメール通知サービスを利用す
ることができる。

字幕付ビデオ・
ＤＶＤの貸出

継
続

継
続

事業内容及び平成22年度実績など

継
続

　図書館にて、日本語字幕付の邦
画ビデオ、字幕表示機能付ＤＶＤの
貸出を行っている。

平成25年度実績 平成27年度実績

継続実施
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　　②　情報通信機器の活用促進

№

23 障害者支援課

福祉電話貸与　42件 福祉電話貸与　40件 福祉電話貸与　37件 福祉電話貸与　34件 福祉電話貸与　32件

　平成22年度の実績は、 ファクス　13台 ファクス　11台 ファクス　17台 ファクス　12台 ファクス　11台

　　　福祉電話貸与：58件

　　　ファクス：13台 視覚障害者用ポータブル 視覚障害者用ポータブル 視覚障害者用ポータブル 視覚障害者用ポータブル 視覚障害者用ポータブル

　　　視覚障害者用ポータブル レコーダー　　　17台 レコーダー　　15台 レコーダー　12台 レコーダー　14台 レコーダー　 7台

　　　　　　　　　　　レコーダー：17台

24 ◎障害者福祉センター ◎障害者福祉センター ◎障害者福祉センター ◎障害者福祉センター ◎障害者福祉センター 障害者支援課

（パソコンインストラクター） （パソコンインストラクター） （パソコンインストラクター） （パソコンインストラクター） （パソコンインストラクター）

年32回　延べ118人 年30回　延べ90人 年32回　延べ150人 年32回　延べ164人 年32回　延べ165人

◎ウィル・オアシス ◎ウィル・オアシス ◎ロータス ◎ロータス ◎ロータス

年5回　延べ22人 年3回　延べ8人 年85回　延べ209人 年83回　延べ208人 年131回　延べ209人

◎ロータス ◎ロータス

年49日　延べ184人 年49回　延べ129人

25 江東図書館

江東図書館に 江東図書館に 江東図書館に 江東図書館に 江東図書館に

各1台設置 各1台設置 各1台設置 各1台設置 各1台設置

平成29年度実績平成28年度実績 担　当　課

拡大読書機・
音声拡大読書機

の設置

平成26年度実績平成25年度実績

障害者向け
パソコン講習会

事業名

　日常生活用具として、福祉電話の
貸与、ファクス・視覚障害者用ポータ
ブルレコーダーを給付。

　障害者向けのパソコン講習会を開
催。

事業内容及び平成22年度実績など

　通常の活字資料の利用が困難な
方に、文字を拡大する機器、文字を
音声で読みあげる機器を図書館内
に設置し、資料の利用促進を図る。

継
続

障害者向け
情報通信機器の
取得への助成

継
続

充
実

目
標

　平成22年度は、障害者福祉セン
ターで、パソコンインストラクターによ
るワード・エクセルを利用した講座を
実施。年1回開催（延べ8日）。利用
者　延べ55人。

平成27年度実績
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（３）コミュニケーション支援の充実

№

26 障害者支援課

社会福祉協議会委託 社会福祉協議会委託 社会福祉協議会委託 社会福祉協議会委託 社会福祉協議会委託

2,146件 1,955件 1,916件 1,788件 1,867件

　平成22年度の実績は、

　社会福祉協議会委託　2,142件

　東京手話通訳等派遣センター委託　 287件 209件 258件 197件 177件

572件

27 障害者支援課

（広域派遣除く） （広域派遣除く） （広域派遣除く） （広域派遣除く） （広域派遣除く）

28 手話通訳者の 　区役所に手話通訳者を配置。 障害者支援課

窓口配置 　月～金曜　2人配置

29 　手話通訳者及び協力員を養成。 障害者支援課

30 障害者支援課

31 障害者支援課

登録台数　83台 登録台数　82台 登録台数　76台 登録台数　68台 登録台数　62台

　平成22年度実績は、97台。

32 障害者支援課

継続実施

障害福祉計画の
実績報告を参照

東京手話通訳等派遣セ
ンター委託

東京手話通訳等派遣セ
ンター委託　　88件

継続実施

障害福祉計画の
実績報告を参照

平成29年度実績

東京手話通訳等派遣セ
ンター委託　　96件

継続実施

東京手話通訳等派遣セ
ンター委託

継続実施

平成28年度実績

要約筆記者派遣
（再掲）

手話通訳者・
協力員養成

継
続

　平成22年度の実績は、通訳者　59
人、登録者　177人。

継
続

手話通訳者派遣
（再掲）

継
続

継
続

　手話を理解できない聴覚障害者等
に要約筆記者を派遣。

障害福祉計画の
実績報告を参照

東京手話通訳等派遣セ
ンター委託

東京手話通訳等派遣セ
ンター委託　　66件

継続実施

障害福祉計画の
実績報告を参照

東京手話通訳等派遣セ
ンター委託

東京手話通訳等派遣セ
ンター委託　　48件

継続実施

東京手話通訳等派遣セ
ンター委託　　80件

東京手話通訳等派遣セ
ンター委託

継続実施

継続実施

同行援護

公衆ファクシミリの
設置

継
続

福祉電話
通話料助成

　視覚障害により移動に著しい困難
を有する方の外出時に同行し、代
筆・代読など外出先で必要な視覚的
情報の支援等を行う。

基本料金及び通話料（一部）に対
する助成。

継
続

継
続

事業名 担　当　課平成26年度実績平成25年度実績

　区役所及び障害者福祉センター
に、公衆ファクシミリを各1台設置。

目
標

事業内容及び平成22年度実績など

　平成22年度の実績は、東京手話
通訳等派遣センター委託　41件（広
域派遣除く）

　聴覚障害者または言語障害者、身
体障害者団体に手話通訳者を派
遣。

平成27年度実績

障害福祉計画の
実績報告を参照

継続実施

継続実施

手話通訳者　58人
登録者　188人

手話通訳者　62人
登録者　186人

手話通訳者　51人
登録者　191人

手話通訳者　55人
登録者　181人

手話通訳者　55人
登録者　181人
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２　自立生活の支援

（１）訪問系サービス等の充実

№

33 居宅介護 障害者支援課

(ホームヘルプ）

34 障害者支援課

35 障害者支援課

36 障害者支援課

37 障害者支援課

38 障害者支援課

　平成22年度の実績は、46人。

28人

平成29年度実績

障害福祉計画の
実績報告を参照

障害福祉計画の
実績報告を参照

障害福祉計画の
実績報告を参照

障害福祉計画の
実績報告を参照

障害福祉計画の
実績報告を参照

29人

平成28年度実績

障害福祉計画の
実績報告を参照

障害福祉計画の
実績報告を参照

障害福祉計画の
実績報告を参照

障害福祉計画の
実績報告を参照

障害福祉計画の
実績報告を参照

充
実

平成27年度実績
目
標

継
続

継
続

継
続

事業名 事業内容及び平成22年度実績など

重度訪問介護

継
続

　常時介護が必要な重度の方に、
居宅介護等複数のサービスを包括
的に行う。

　知的障害や精神障害により行動
上著しい困難を有する方に、介助
や外出時の移動中の介護などを行
う。

　ホームヘルパーから介護や家事
など日常生活の支援を受けるサー
ビス。

重度障害者等
包括支援

重度脳性麻痺者
介護

　20歳以上の身体障害1級の脳性
麻痺者で単独で屋外活動が困難
な方に、家族を介護人とした支援を
行う。

行動援護

同行援護
(再掲）

31人

障害福祉計画の
実績報告を参照

障害福祉計画の
実績報告を参照

　視覚障害により移動に著しい困
難を有する方の外出時に同行し、
代筆・代読など外出先で必要な視
覚的情報の支援や、排せつ・食事
の介護など外出する際に必要とな
る援助を行う。

充
実

障害福祉計画の
実績報告を参照

障害福祉計画の
実績報告を参照

　重度の肢体不自由者で常時介護
を要する方に、自宅で介助や外出
時の移動支援を総合的に提供する
サービス。

障害福祉計画の
実績報告を参照

担　当　課

障害福祉計画の
実績報告を参照

平成25年度実績 平成26年度実績

障害福祉計画の
実績報告を参照

障害福祉計画の
実績報告を参照

障害福祉計画の
実績報告を参照

障害福祉計画の
実績報告を参照

35人

障害福祉計画の
実績報告を参照

障害福祉計画の
実績報告を参照

障害福祉計画の
実績報告を参照

障害福祉計画の
実績報告を参照

障害福祉計画の
実績報告を参照

39人
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№

39 在宅難病患者延訪問数 在宅難病患者延訪問数 在宅難病患者延訪問数 保健予防課

看護師　延べ662人 看護師　延べ519人 看護師　396回 看護師　312回 看護師　290回

理学療法士　延べ60人 理学療法士　延べ53人 理学療法士　51回 理学療法士　58回 理学療法士　54回

保健師　延べ269人 保健師　延べ234人 保健師　234回 保健師　253回 保健師　214回

40 保健予防課

41 障害者支援課

42 障害者支援課

　平成22年度の実績は、34人。

43 清掃事務所

613件 627件 638件 643件 687件

（年度末現在） （年度末現在） （年度末現在） （年度末現在） （年度末現在）

　平成22年度の実績は、499件。

平成29年度実績

264人
（延べ970回）

34人

平成28年度実績

265人
（延べ1,015回）

32人

出張調髪サービス

ごみ出し
サポート事業

継
続

担　当　課

継
続

在宅難病患者
訪問相談事業

寝具乾燥消毒・
水洗い

　重度の障害者で店舗での調髪が
できない方に調髪を行うサービス。

　平成22年度の実績は、252人（延
べ987回）。

　障害者や高齢者等で、ごみを集
積所まで持ち出すことが困難で、
身近な人の協力を得ることができな
い世帯を対象に個別収集を実施。

　重度の障害者で布団を思うように
干せない方に、乾燥消毒は年10
回、汚れ落としは年1回、水洗いは
年1回を行う。

　ホームヘルパーが難病患者等宅
を訪問し、身体介護または家事援
助等サービスを提供する。

継
続

継
続

事業内容及び平成22年度実績など

　在宅難病患者及びその家族が抱
える療養上の問題に対し、看護師
による訪問看護や理学療法士によ
る訪問リハビリを行っている。また、
保健相談所の保健師等が訪問し、
相談指導も行っている。

難病患者等
居宅支援事業

事業名 平成27年度実績
目
標

継
続

268人
（延べ1,040回）

31人33人

275人
（延べ1,027回）

34人

平成25年度実績 平成26年度実績

263人
（延べ1,026回）
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（２）日中活動及び居住支援の充実

　　①　日中活動系サービスの充実

№

44 障害者支援課

45 障害者支援課

46 障害者支援課

47 障害者支援課

障害福祉計画の
実績報告を参照

障害福祉計画の
実績報告を参照

障害福祉計画の
実績報告を参照

地域生活支援事業の実
績報告を参照

平成29年度実績

障害福祉計画の
実績報告を参照

障害福祉計画の
実績報告を参照

障害福祉計画の
実績報告を参照

地域生活支援事業の実
績報告を参照

平成28年度実績

地域生活支援事業の実
績報告を参照

障害福祉計画の
実績報告を参照

充
実

自立訓練

　創作的活動または生産活動の機
会の提供、社会との交流等を行う
施設。

平成22年度末現在、区内に4か
所設置。

地域活動
支援センター

　通所による生活訓練や機能訓練
の機会を提供する事業。

充
実

継
続

障害福祉計画の
実績報告を参照

障害福祉計画の
実績報告を参照

事業名

　医療及び常時介護が必要な方
で、病院等への入院による医学的
管理の下、機能訓練や療養上の管
理、看護、介護を提供。

療養介護

生活介護
　常時介護が必要な方に、入浴、
排せつ、食事の介護や創作的活動
の機会を提供。

担　当　課事業内容及び平成22年度実績など 平成27年度実績

継
続

平成25年度実績 平成26年度実績

障害福祉計画の
実績報告を参照

地域生活支援事業の
実績報告を参照

障害福祉計画の
実績報告を参照

障害福祉計画の
実績報告を参照

障害福祉計画の
実績報告を参照

目
標

障害福祉計画の
実績報告を参照

地域生活支援事業の
実績報告を参照

障害福祉計画の
実績報告を参照
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№

48 障害者支援課

新体系継続 新体系継続 新体系継続 新体系継続 新体系継続

（別紙「施設一覧」参照） （別紙「施設一覧」参照） （別紙「施設一覧」参照） （別紙「施設一覧」参照） （別紙「施設一覧」参照）

49 障害者支援課

24施設 29施設 31施設 30施設 30施設

平成29年度実績平成28年度実績平成27年度実績

平成22年度の助成対象施設は、
12件。

　小規模作業所等新体系移行支援
事業は、平成22年度末で終了し、
平成23年度から「障害者日中活動
系サービス推進事業」へ変更となっ
ている（東京都の補助事業の再構
築のため）。

　心身障害者（児）通所訓練等事
業対象施設（法外施設）等から、障
害者自立支援法に規定される新体
系事業へ移行した施設等に対し、
運営費の一部を助成。

平成25年度実績

　生活訓練などを通じて日常生活
能力の向上を図る「生活介護」の施
設が4か所（塩浜福祉園、東砂福祉
園、亀戸福祉園、まつのみ作業
所）、企業就労に向けた支援を行う
「就労継続支援（Ｂ型）」が1か所（あ
すなろ作業所）、「生活介護」と「就
労継続支援（Ｂ型）」を併せ持った
施設が1か所（第二あすなろ作業
所）ある。

事業内容及び平成22年度実績など

障害児（者）
通所支援
施設管理
運営事業

目
標

充
実

担　当　課

充
実

障害者
日中活動系

サービス
推進事業

事業名

　在宅の障害者及び特別支援学校
の卒業生のための、社会的自立の
促進を目的とした施設（区立）の管
理運営。

平成26年度実績
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№

50 障害者支援課

35か所 36か所 34か所 37か所 37か所

51 障害者支援課

52 障害者支援課

身体障害者 身体障害者 身体障害者 身体障害者 身体障害者

延べ　0人 延べ　0人 延べ　3人 延べ　6人 延べ　0人

知的障害者 知的障害者 知的障害者 知的障害者 知的障害者

延べ　0人 延べ　0人 延べ　0人 延べ　0人 延べ　0人

　平成22年度の実績は、 精神障害者 精神障害者 精神障害者 精神障害者 精神障害者

　　　　身体障害者　延べ0人 延べ　12人 延べ　2人 延べ　0人 延べ　0人 延べ　0人

　　　　知的障害者　延べ0人

平成29年度実績平成28年度実績

※26年度で対象事業終了

担　当　課

心身障害者
入所措置

1施設
※26年度で対象事業終了

充
実

継
続

目
標

心身障害児（者）通所訓練事業
運営費の助成。

　平成22年度の助成対象施設は18
か所。

　障害者自立支援法に基づく障害
福祉サービス事業を区内で運営す
る社会福祉法人等に対し、運営費
の一部を助成することにより、良質
な施設サービスの提供と施設の安
定的な運営を確保する。

事業名

障害福祉サービス
事業運営費助成

事業内容及び平成22年度実績など

　18歳以上の入所を必要とする障
害者で、やむを得ない事由により
介護給付費等の支給を受けること
が著しく困難であると認めるとき、障
害者支援施設等に入所させて、そ
の更生援護を行う。

継
続

心身障害児（者）
通所訓練事業
運営費助成

6施設

平成27年度実績平成25年度実績 平成26年度実績
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№

53 保健予防課

精神障害者 精神障害者 精神障害者 精神障害者 精神障害者

198回　1,399人 204回　1,088人 204回　1,132人 199回　1,059人 192回　1,014人

酒害 酒害 酒害 酒害 酒害

83回　197人 90回　241人 95回　255人 95回　232人 93回　214人

54 障害者支援課

利用者数 利用者数 利用者数 利用者数 利用者数

延べ22,525人 延べ28,383人 延べ34,377人 延べ33,368人 延べ33,003人

55 　通所訓練施設への運営費助成。 保健予防課

平成29年度実績 担　当　課事業名 平成26年度実績 平成27年度実績 平成28年度実績事業内容及び平成22年度実績など
目
標

継
続

　法外施設のため、新体系への移
行を促進していきます。

平成25年度実績

継
続

　専門職員（精神保健福祉士等）を
配置し、医療・福祉及び地域の社
会基盤との連携強化のための調
整、地域住民ボランティア育成、障
害に対する理解促進を図るための
普及啓発等の事業を実施する。

生活指導教室
（デイケア）

精神障害者
地域生活支援
センター事業

　平成22年度の助成件数は、共同
作業所：3施設 延べ10,773人、小
規模通所授産施設：2施設 延べ
5,353人。

　平成22年度の利用者数は、延べ
16,939人。

　精神障害者がレクリエーション、ス
ポーツ等を通して集団生活のルー
ルを学び、生活リズムの確立を図
り、社会参加の動機づけを行う。

精神障害者
通所訓練

施設への助成

　平成22年度の実績は、精神障害
者:204回  1,307人、酒害:83回 291
人。

充
実
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　　②　居住系サービスの充実

№

56 障害者支援課

57 障害者支援課

58 障害者支援課

59 障害者支援課

4施設 5施設

利用者27人（延べ29人） 利用者33人（延べ33人）

障害福祉計画の
実績報告を参照

5施設
利用者31人（延べ31人）

平成29年度実績

障害福祉計画の
実績報告を参照

平成28年度実績

障害福祉計画の
実績報告を参照

障害福祉計画の
実績報告を参照

5施設
利用者35人（延べ35人）

平成27年度実績 担　当　課

充
実

障害福祉計画の
実績報告を参照

継
続

目
標

障害福祉計画の
実績報告を参照

障害福祉計画の
実績報告を参照

充
実

事業内容及び平成22年度実績など

　就労や作業所等を利用している
身体・知的・精神障害者で、地域で
共同生活を営む方に、夜間や休日
に相談や日常生活の援助を行う。

精神障害者
グループホーム

運営費助成

施設入所支援

共同生活介護
（ケアホーム）

事業名

　生活介護等の日中活動を利用し
ている身体・知的・精神障害者で、
地域で共同生活を営む方に、夜間
や休日に、入浴、排せつ、食事等
の介護、相談や日常生活の援助を
行う。
※平成26年度から「共同生活援
助」に統合

　平成22年度の実績は、4施設 利
用者数　22人（延べ24人）。

精神障害者グループホームへ運
営費を助成。

　施設入所者を対象とした入浴、排
せつ、食事等の介護、相談や日常
生活の援助を行う。

障害福祉計画の
実績報告を参照

5施設
利用者38人（延べ38人）

障害福祉計画の
実績報告を参照

平成26年度実績

障害福祉計画の
実績報告を参照

障害福祉計画の
実績報告を参照

充
実

平成25年度実績

共同生活援助
（グループホーム）
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№

60 障害者支援課

家賃助成：延べ721件 家賃助成：延べ772 件 家賃助成：延べ852件 家賃助成：延べ875件 家賃助成：延べ969件

　平成22年度の実績は、 運営費助成：延べ24件 運営費助成：延べ24件 運営費助成：延べ24件 運営費助成：延べ24件 運営費助成：延べ24件

　　　　家賃助成：延べ611人

　　　　利用委託：延べ68人

61 　利用者数 　利用者数 　利用者数 共同生活援助 障害者支援課

1階　3人 1階　1人 1階　0人 利用者　7人

4階　3人 4階　1人 4階　0人 短期入所

　 契約者数　63人

　定員6人、利用期間3年。 利用延べ人数　7人 利用延べ人数　9人 利用延べ人数　6人 　 利用延べ人数　40人

62 障害者支援課

　平成22年度の実績は、2施設。 2施設 2施設 2施設 2施設 2施設

平成29年度実績平成28年度実績

区立生活寮
「リバーハウス

東砂」

事業名 事業内容及び平成22年度実績など
目
標

平成25年度実績 平成26年度実績 平成27年度実績 担　当　課

心身障害者
生活寮

運営費助成

継
続

障害者
グループホーム

援護

継
続

　法外施設のため、新体系への移
行を促進していきます。

充
実

　グループホームで生活する知的
障害者・身体障害者への家賃助成
及び本区の知的障害者を受け入
れている区外法外グループホーム
の運営者に対し、運営費を助成。

　社会的自立意欲のある障害者に
対して、生活の場を提供し、地域社
会において自立した生活ができる
よう支援することを目的とした施設。

　心身障害者の生活寮（グループ
ホーム）運営費の助成。

東砂福祉プラザ改修
のため休止中
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（３）移動支援及び福祉用具の利用支援

　　①　移動に関わる支援

№

63 障害者支援課

移動支援

64 障害者支援課

65 障害者支援課

66 障害者支援課

　平成22年度の実績は、9人。

67 障害者支援課

2人 2人 4人 2人 １人

　平成22年度の実績は、3人。

9人

障害福祉計画の
実績報告を参照

平成29年度実績

地域生活支援事業
の実績報告を参照

2人

平成28年度実績

地域生活支援事業
の実績報告を参照

1人

6人

地域生活支援事業
の実績報告を参照

0人

担　当　課

充
実

自動車改造費
助成

目
標

身体障害者
補助犬の給付

（都制度）

自動車運転
教習費助成

継
続

平成25年度実績

　障害者が自動車運転免許を取得
する場合に、教習費の一部を助
成。

4人 10人

0人 0人

平成27年度実績事業内容及び平成22年度実績など

　屋外での移動が著しく困難な障
害のある方に、外出のための支援
を行う。

事業名

　視覚障害により移動に著しい困
難を有する方の外出時に同行し、
代筆・代読など外出先で必要な視
覚的情報の支援や、排せつ・食事
の介護など外出する際に必要とな
る援助を行う。

継
続

継
続

　視覚障害者、肢体不自由者及び
聴覚障害者の自立と社会参加を促
進するため、補助犬（盲導犬、介助
犬、聴導犬）を給付する。

継
続

　重度肢体不自由者が就労等に伴
い自動車を購入する場合に、自動
車の改造費として133,900円を限度
に助成。

6人

地域生活支援事業の
実績報告を参照

地域生活支援事業の
実績報告を参照

平成26年度実績

障害福祉計画の
実績報告を参照

同行援護
（再掲）

障害福祉計画の
実績報告を参照

障害福祉計画の
実績報告を参照

障害福祉計画の
実績報告を参照
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№

68 　登録者数 　登録者数 　登録者数 　登録者数 　登録者数 障害者支援課

1,231人 1,255人 1,316人 1,285人 1,353人

障害者311人 障害者308人 障害者305人 障害者300人 障害者302人

　平成22年度の実績は、 高齢者920人 高齢者947人 高齢者1,011人 高齢者985人 高齢者1,051人

　　　登録者1,186人 　利用延べ人数 　利用延べ人数 　利用延べ人数 　利用延べ人数 　利用延べ人数

　（障害者305人、高齢者881人） 6,171人 6,152人 6,741人 6,741人 7,008人

　　　利用延人数6,539人 障害者2,393人 障害者1,963人 障害者1,816人 障害者1,788人 障害者1,840人

　（障害者2,657人、高齢者3,882人） 高齢者3,778人 高齢者4,189人 高齢者4,925人 高齢者5,012人 高齢者5,168人

69 障害者支援課

　平成22年度の実績は6,121人。

70 障害者支援課

　平成22年度の実績は、530人。

71 障害者支援課

3,975人 3,152人 3,515人 3,492人 3,204人

（保健予防課）

平成29年度実績

6,553人

559人

平成28年度実績

6,552人

570人
自動車燃料費

助成

6,485人

目
標

継
続

継
続

継
続

都営交通
無料乗車券の

発行
（都制度）

平成25年度実績 平成26年度実績

継
続

　一般の交通手段を利用することが
困難な重度障害者等のため、車い
すごと乗れるリフト付タクシーを運
行。

　身体障害者手帳・愛の手帳・精神
障害者保健福祉手帳をお持ちの
方に、都バス、都営地下鉄、都電、
日暮里・舎人ライナーの無料乗車
券を発行。

6,530人

　身体障害者手帳1級と視覚障害2
級、下肢・体幹機能障害1～3級、
愛の手帳1・2度の方に、タクシー利
用券を配付。

福祉タクシー
利用支援

事業名 事業内容及び平成22年度実績など

　福祉タクシーの対象者及び対象
者と同じ生計を営む方が対象で、
自動車税、軽自動車税の減免を受
けている方。

リフト付福祉
タクシー運行

担　当　課平成27年度実績

567人

6,496人

576人 574人
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　　②　福祉用具の利用支援

№

72 障害者支援課

1,297人 1,306人 1,282人 1,296人 1,264人

73 　身体障害者に補装具費を支給。 障害者支援課

　平成22年度の実績は、887件。

74 障害者支援課

　平成22年度の実績は、217件。

75 保健予防課

76 障害者支援課

22人 29人 11人 29人 26人

　平成22年度の給付実績は36人。

1,056件

地域生活支援事業の
実績報告を参照

平成29年度実績

地域生活支援事業の
実績報告を参照

平成28年度実績

1,080件

平成26年度実績平成25年度実績事業内容及び平成22年度実績など

継
続

　身体障害者手帳を持つ方が自ら
運転する場合、または重度の身体
障害者・知的障害者を乗せて介護
者が運転する場合に、有料道路を
通行する際に利用する料金の割引
を受け、移動の利便性を図る。

継
続

継
続

地域生活支援事業の実
績報告を参照

目
標

継
続

937件

平成27年度実績

人工肛門用装具等の購入費を助
成。

継
続

　難病患者等が日常生活を営む上
で必要な生活用具のうち、指定さ
れている品目を給付。

身体障害者・知的障害者に日常
生活用具を給付または貸与。

958件

担　当　課

難病患者等
日常生活用具

給付事業

有料道路
障害者割引制度

（国制度）

補装具費の支給

心身障害者
日常生活用具

給付等

事業名

人工肛門用
装具等

購入費助成

973件

地域生活支援事業の
実績報告を参照

地域生活支援事業の
実績報告を参照
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№

77 障害者支援課

現物助成　431人 現物助成　414人 現物助成　400人 現物助成　399人 現物助成　430人

　平成22年度の実績は、

　　　　現物助成　　334人 現金助成　49人 現金助成　46人 現金助成　48人 現金助成　50人 現金助成　40人

　　　　現金助成　　　41人

　　（病院指定の紙おむつの場合）　

（４）福祉サービスの質の向上

78 ○公設民営障害者通所 ○公設民営障害者通所 ○公設民営障害者通所 ○公設民営障害者通所 ○公設民営障害者通所 障害者支援課

　支援施設等　　0か所 　支援施設等　　0か所 　支援施設等　　7か所 　支援施設等　　0か所 　支援施設等　　0か所

○公設民営障害児通所 ○公設民営障害児通所

○公設民営障害児通所 ○公設民営障害児通所 ○公設民営障害児通所 　支援施設　　　1か所 　支援施設　　　0か所

　支援施設　　　１か所 　支援施設　　　0か所 　支援施設　　　1か所 ○民設民営障害者通所 ○民設民営障害者通所

　支援施設　　　9か所 　支援施設　　　13か所

○民設民営障害者通所 ○民設民営障害者通所 ○民設民営障害者通所 ○民設民営障害児通所 ○民設民営障害児通所

　支援施設　　　6か所 　支援施設　　　12か所 　支援施設　　　8か所 　支援施設　　　2か所 　支援施設　　　2か所

○民設民営共同生活援助

　事業所　　　　　　1か所

平成29年度実績

平成29年度実績

平成28年度実績

平成28年度実績

担　当　課

担　当　課

平成26年度実績事業名 事業内容及び平成22年度実績など
目
標

平成25年度実績 平成27年度実績

目
標

充
実

継
続

平成27年度実績

第三者評価事業
の実施

　サービスの質の向上を図るため、
第三者評価事業を実施。

事業名 事業内容及び平成22年度実績など

　身体障害者１・２級、愛の手帳１・
２度で、寝たきりまたは失禁状態の
方に紙おむつを支給。

　平成22年度は、こども発達扇橋セ
ンターで実施。

紙おむつの支給

平成25年度実績 平成26年度実績
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№

79 保健予防課

連絡会開催　1回 連絡会開催　1回 連絡会開催　1回 協議会開催　1回 協議会開催　1回

〔主な議題〕 〔主な議題〕 〔主な議題〕 〔主な議題〕 〔主な議題〕

80 障害者支援課

協議会開催　3回 協議会開催　4回 協議会開催　2回 協議会開催　3回 協議会開催　4回

〔主な議題〕 〔主な議題〕 〔主な議題〕 〔主な議題〕 〔主な議題〕

81 障害者支援課

協議会（全体会） 協議会（全体会） 協議会（全体会） 協議会（全体会） 協議会（全体会）

開催　2回 開催　2回 開催　2回 開催　2回 開催　2回

〔主な議題〕 〔主な議題〕 〔主な議題〕 〔主な議題〕 〔主な議題〕

※児童部会設置 ※権利擁護部会設置

難病地域ケア
連絡会

　専門医、医師会、訪問看護ス
テーション等の関係機関及び関係
者との連携を図り、難病患者のより
良い療養環境づくりのために開催。

充
実

継
続

　平成22年度は3回開催し、次期計
画策定のために「地域生活に関す
る調査（障害者実態調査）」を実施
した。

平成29年度実績

・在宅人工呼吸器使用者の
災害への備えについて
・各関係機関取り組み報告
について

・障害者計画の進ちょく
状況、障害福祉計画の
実績報告
・障害者計画・障害福祉
計画・障害児福祉計画
策定

・障害者計画・障害福祉
計画・障害児福祉計画
策定
・障害者差別解消法の
実績報告

・在宅人工呼吸器使用者
の災害時個別支援計画
について

・障害者計画の進ちょく
状況、障害福祉計画の
実績報告

・障害者計画の進ちょく
状況、障害福祉計画の
実績報告
・障害者実態調査の実施

・障害者差別解消法への
対応
・障害者実態調査

平成28年度実績

・協議会設置、各関係機
関取り組み報告について

・障害者差別解消法への
対応

・在宅人工呼吸器使用者
の災害時個別支援計画
について

事業名 事業内容及び平成22年度実績など
目
標

平成25年度実績 平成27年度実績 担　当　課

充
実

　障害児・者が地域で自立した生
活を営むことができる社会の実現
に向け、相談支援体制をはじめと
する福祉サービスの連携や支援の
体制に関して協議する。全体会と
専門部会から成る。平成23年度に
は、相談支援部会・精神部会に加
え、新たに就労支援部会が設置さ
れた。

障害者計画・
障害福祉計画
推進協議会

　障害者計画・障害福祉計画の進
行管理等を行う協議会を設置し、
必要なサービスを効果的・効率的
に提供するための施策の推進や、
障害福祉サービスの向上をめざ
す。

地域自立支援
協議会

平成26年度実績

・障害者計画の進ちょく
状況、障害福祉計画の
実績報告
・障害者実態調査の実施

・在宅人工呼吸器使用者
の災害時個別支援計画
について

・障害者計画の進ちょく
状況、障害福祉計画の
実績報告
・第4期障害福祉計画策
定

・障害者実態調査の実施
・ヘルプカードについて

・第4期障害福祉計画策
定
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（５）経済的自立の支援

〔手当〕

№

82 障害者支援課

重度　4,603人 重度　4,569人 重度　4,484人 重度　4,430人 重度　4,320人

中軽度　1,970人 中軽度　1,963人 中軽度　1,961人 中軽度　1,986人 中軽度　1,976人

難病　1,707人 難病　1,721人 難病　1,852人 難病　1,973人 難病　1,953人

83 障害者支援課

受給者数　427人 受給者数　450人 受給者数　459人 受給者数　497人 受給者数　477人

　平成22年度の受給者数 392人

　身体障害者手帳1・2級、愛の手
帳1・2度でかつ障害が重複してい
る方、これと同程度の障害、疾病、
精神障害の方（診断書により判
定）。月額26,340円。施設に入所の
方や所得制限を超える方等は受け
られない。

平成29年度実績

29年4月分から、月額
26,810円に変更。

平成27年度実績

27年4月分から、月額
26,620円に変更。

担　当　課平成28年度実績

28年4月分から、月額
26,830円に変更。

継
続

継
続

目
標

　身体障害者手帳1～2級、愛の手
帳1～3度、脳性麻痺・進行性筋萎
縮症の方は月額15,500円、身体障
害者手帳3級・愛の手帳4度の方は
月額7,750円、難病（医療費助成対
象者）の方は月額15,500円。施設
に入所の方や所得制限を超える方
等は受けられない。

　平成22年度の受給者数は、重度
（15,500円）4,563人、中軽度
（7,750円）1,917人、難病（15,500
円）1,397人。

事業名 事業内容及び平成22年度実績など

特別障害者手当
（20歳以上の方）

（国制度）

心身障害者
（難病）福祉手当

（区制度）

平成25年度実績 平成26年度実績

25年10月分から、月額
26,080円に変更。

26年4月分から、月額
26,000円に変更。
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№

84 障害者支援課

受給者数　171人 受給者数　173人 受給者数　176人 受給者数　183人 受給者数　181人

　平成22年度の受給者数 157人

85 障害者支援課

355人 358人 356人 354人 348人

　平成22年度の受給者数 360人

86 月額（平成25年4月～9月） 月額（平成26年4月～） 月額（27年4月～） 月額（平成28年4月～） 月額（平成29年4月～） 子育て支援課

重度　50,400円 重度　49,900円 重度　51,100円 重度　51,500円 重度　51,450円

中度　33,570円 中度　33,230円 中度　34,030円 中度　34,300円 中度　34,270円

月額（平成25年10月～）

重度　50,050円 支給対象世帯 支給対象世帯 支給対象世帯 支給対象世帯

中度　33,330円 403世帯 400世帯 406世帯 416世帯

支給対象世帯

413世帯

26年4月分から、月額
14,140円に変更。

27年4月分から、月額
14,480円に変更。

28年4月分から、月額
14,600円に変更。

29年4月分から、月額
14,580円に変更。

平成29年度実績

継
続

　平成22年度の支給対象 373世帯

事業内容及び平成22年度実績など
目
標

平成27年度実績

継
続

継
続

平成25年度実績

25年10月分から、月額
14,180円に変更。

担　当　課平成28年度実績

　身体障害手帳1級及び2級の一
部、愛の手帳1度及び2度の一部、
精神障害、内臓疾患の方（診断書
により判定）。月額14,330円。施設
に入所の方や所得制限を超える方
等は受けられない。

障害児福祉手当
（20歳未満の方）

（国制度）

事業名

特別児童
扶養手当

（20歳未満の
児童を養育して

いる方）
（国制度）

重度心身
障害者手当
（都制度）

　愛の手帳1・2度程度、身体障害
者手帳1・2級程度でかつ知的障害
と重複の方、四肢機能障害でかつ
座っていることが困難な方。月額
60,000円。施設入所、病院に3か月
以上入院の方、所得制限を超える
方等は受けられない。

　身体障害者手帳1～3級、愛の手
帳1～3度、長期間安静を要する症
状または精神の障害により日常生
活に著しい制限を受ける児童を養
育している方に支給。月額：重度
50,550円、中度33,670円。児童が
施設に入所している方、児童が障
害の年金を受けている方は受給で
きない。所得制限あり。

平成26年度実績
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№

87 月額（平成25年10月～） 月額（平成26年4月～） 月額（平成27年4月～） 月額（平成28年4月～） 月額（平成29年4月～） 子育て支援課

　　第一子 　　第一子 　　第一子 　　第一子 　　第一子

41,140円～9,710円 41,020円～9,680円 42,000円～9,910円 42,330円～9,990円 42,290円～9,980円

　　第二子 　　第二子 　　第二子 　　第二子 　　第二子

　　5,000円の加算 　　5,000円の加算 　　5,000円の加算 （平成28年4月～平成28年7月） 　9,990～5,000円の加算

　　第三子以降 　　第三子以降 　　第三子以降 　5,000円の加算 　　第三子以降

　　3,000円の加算 　　3,000円の加算 　　3,000円の加算 （平成28年8月～平成29年3月） 　5,990～3,000円の加算

　10,000～5,000円の加算

支給対象世帯 支給対象世帯 支給対象世帯 　　第三子以降 支給対象世帯

3,252世帯 3,213世帯 3,116世帯 （平成28年4月～平成28年7月） 2,868世帯

　3,000円の加算

（平成28年8月～平成29年3月）

　6,000～3,000円の加算

支給対象世帯

2,963世帯

88 子育て支援課

児童１人につき、 児童１人につき、 児童１人につき、 児童１人につき、 児童１人につき、

月額15,500円を支給。 月額15,500円を支給。 月額15,500円を支給。 月額15,500円を支給。 月額15,500円を支給。

支給対象児童数 支給対象児童数 支給対象児童数 支給対象児童数 支給対象児童数

379人 404人 411人 473人 518人

平成29年度実績

児童扶養手当
（養育者へ支給）

（国制度）

障害手当
（区制度）

継
続

　平成22年度の支給対象　3,276世
帯。

　18歳に達した年度末日（中度以
上の障害を有する児童の場合は20
歳未満）までの児童を養育するひと
り親（父、母または養育者）に支給
する手当。父または母に重度の障
害がある場合は、ひとり親に準じて
対象になる。第一子で月額41,550
円～9,810円、第二子で5,000円、
第三子で3,000円の加算。手当額
は所得に応じて変動。所得制限あ
り。

平成25年度実績 平成28年度実績 担　当　課平成27年度実績
目
標

継
続

事業名

　平成22年度の支給対象児童数
は、314人

事業内容及び平成22年度実績など

　身体障害手帳1・2級程度、愛の
手帳1～3度程度、脳性麻痺または
進行性筋萎縮症の児童を養育して
いる方に支給。1人につき障害手当
（月額15,500円）を支給。児童が施
設に入所している方、一定以上の
所得がある方は受けられない。

平成26年度実績
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№

89 子育て支援課

児童１人につき、 児童１人につき、 児童１人につき、 児童１人につき、 児童１人につき、

月額13,500円を支給。 月額13,500円を支給。 月額13,500円を支給。 月額13,500円を支給。 月額13,500円を支給。

支給対象児童数 支給対象児童数 支給対象児童数 支給対象児童数 支給対象児童数

6,038人 6,145人 6205人 6,227人 6,088人

〔年金〕

90 1級は月額81,925円 1級は月額80,500円 1級は月額81,258円 1級は月額81,258円 1級は月額81,177円 区民課

2級は月額65,541円 2級は月額64,400円 2級は月額65,008円 2級は月額65,008円 2級は月額64,941円

26年3月末受給者数 27年3月末受給者数 28年3月末受給者数 29年3月末受給者数 30年3月末受給者数

4,315人 4,403人 4,467人 4,567人 4,646人

91 1級は月額49,500円 1級は月額49,700円 1級は月額51,050円 1級は月額51,050円 1級は月額51,400円 区民課

2級は月額39,600円 2級は月額39,760円 2級は月額40,840円 2級は月額40,840円 2級は月額41,120円

26年3月末受給者数 27年3月末受給者数 28年3月末受給者数 29年3月末受給者数 30年3月末受給者数

32人 31人 31人 31人 29人

事業名 事業内容及び平成22年度実績など
目
標

平成25年度実績 担　当　課

継
続

育成手当
（区制度）

　平成22年度の支給対象児童数は
5,901人

特別障害給付金
継
続

目
標

平成27年度実績 平成28年度実績

平成28年度実績

平成29年度実績

平成29年度実績平成27年度実績 担　当　課

継
続

平成25年度実績 平成26年度実績

障害基礎年金

事業名 事業内容及び平成22年度実績など

　国民年金任意加入対象者であっ
た学生及び被用者等の配偶者が、
国民年金に加入していなかった期
間に障害の原因になった傷病の初
診日があるため、障害年金を受けら
れない無年金者に支給。

　18歳に達した年度末日までの児
童を養育するひとり親（母、父また
は養育者）に支給する手当。父また
は母に重度の障害がある場合は、
ひとり親に準拠して対象となる。児
童1人につき月額13,500円。所得
制限あり。

　原則として、国民年金の被保険者
期間中や、20歳前の病気やけが
で、国民年金法で定められた1級・
2級の状態になったときに支給（納
付要件あり）。

平成26年度実績
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〔その他〕

№

92 障害者支援課

延335人 延343人 延381人 延430人 延461人

93 障害者支援課

30人

平成29年度実績

23人

事業内容及び平成22年度実績など

20人

　心身障害者を扶養している保護
者が掛金を納めて、保護者に万一
のことがあったときに、心身障害者
へ終身一定額の年金を給付する任
意加入の制度。

東京都
心身障害者
扶養共済
（都制度）

　障害福祉サービス等の利用者負
担額が著しく高額な場合に、一定
の基準額を超過した分について、
高額障害福祉サービス費を支給
し、利用者負担の軽減を図る。

継
続

平成28年度実績

継
続

担　当　課
目
標

平成27年度実績平成26年度実績

高額障害福祉
サービス費
給付事業

事業名

　同一世帯に障害福祉サービスを
利用する方が複数いる場合、また
は、同一人が障害福祉サービスと
介護保険サービス及び補装具の購
入又は修理を利用している場合
が、対象となる。

平成25年度実績

18人 19人
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（６）新たな地域生活支援の拠点の整備

№

94 障害者支援課

長寿応援課

95 障害者支援課

平成28年度実績

実績なし実績なし

障害者
グループホーム等

整備事業

目
標

　グループホーム・ケアホームの
バックアップ機能を持ち、区内の地
域支援ネットワークの要として、障
害者が日常生活支援を受けなが
ら、地域生活へ移行することを支援
する、短期入所、日中活動の場も
併設した障害者多機能型入所施
設の整備の推進。

充
実

　障害者が住み慣れた地域で安心
して暮らし続けることができるよう
に、共同生活を営む住居で日常生
活支援を行う障害者グループホー
ム・ケアホームの整備の推進。

充
実

担　当　課平成29年度実績平成27年度実績

実績なし 実績なし

事業名 事業内容及び平成22年度実績など

多機能型
入所施設の

整備

平成25年度実績 平成26年度実績

実績なし 実績なし 実績なし

実績なし 実績なし 実績なし
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（７）家族・介護者への支援

№

96 障害者支援課

97 障害者支援課

①緊急一時保護

　利用は1回につき6泊7日以内 延べ308人 延べ291人 延べ299人 延べ338人 延べ143人

延べ706日 延べ626日 延べ641日 延べ794日 延べ368日

②レスパイト

　利用日数は、年度内10日まで。

　　　1回の利用最長7日

　　　5回まで分割可

平成28年度実績

障害福祉計画の
実績報告を参照

障害福祉計画の
実績報告を参照

障害福祉計画の
実績報告を参照

　障害者を介護している家族等が、
病気、事故、出産、冠婚葬祭等で
介護できないときに、障害者を一時
保護。

短期入所
（ショートステイ）

事業名 事業内容及び平成22年度実績など

　障害者を自宅で介護する方が病
気の場合などに、短期間、夜間も
含め、施設において入浴、排せ
つ、食事の介護等を行う。

　区立施設「リバーハウス東砂」で
実施。

目
標

充
実

　障害者を介護している家族が旅
行や休養をする場合に、障害者を
一時保護。

充
実

　平成22年度の実績（レスパイト含
む）は、延べ271人、延べ622日

平成29年度実績

※東砂福祉プラザは改
修工事のため、平成29年
1月31日～12月28日（予
定）まで、グループホーム
わかしお内にて実施。

担　当　課平成27年度実績

緊急一時保護
及びレスパイト
（施設利用）

平成26年度実績平成25年度実績

障害福祉計画の
実績報告を参照

障害福祉計画の
実績報告を参照
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№

98 障害者支援課

　一時保護の方法

①区が委託する障害者団体での 団体委託：延べ597日 団体委託：延べ540日 団体委託：延べ526日 団体委託：延べ482日 団体委託：延べ488日

保護　　　　　　　　　　　（日帰り）

②区が委託するホームヘルパーを ヘルパー派遣：0日 ヘルパー派遣：1日 ヘルパー派遣：0日 ヘルパー派遣：0日 ヘルパー派遣：0日

派遣　　　　　　　（日帰り、宿泊）

　平成22年度の利用実績は、

　　　　①団体委託：延べ835日

　　　　②ヘルパー派遣：0日

99 保健予防課

実人数　4人 実人数　5人 実人数　4人 実人数　5人 実人数　5人

延べ　6人 延べ　7人 延べ　9人 延べ　6人 延べ　6人

100 障害者支援課

延べ365日（3人） 延べ365日（5人） 延べ185日（5人） 延べ142日（4人） 延べ115日（7人）

平成26年度実績 平成27年度実績 平成29年度実績事業名 事業内容及び平成22年度実績など

知的障害者
ショートステイ

推進事業

緊急一時保護
（区制度）

　家庭での介護が困難になった知
的障害者を一定期間保護するた
め、入所施設の短期入所枠を確
保。

継
続

　平成22年度の実績は、延べ358
日（1人）。

継
続

　障害者を介護している家族等が、
病気、事故、出産、冠婚葬祭等で
介護できないときに、障害者を一時
保護。

継
続

目
標

平成25年度実績 担　当　課平成28年度実績

　在宅の難病患者を介護する方
が、病気、事故等により、一時的に
介護困難になったとき、難病患者を
指定の病院に一時入院させること
ができる。
※平成22年度まで「在宅難病患者
緊急一時入院」

在宅難病患者
一時入院
（都制度）
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№

101 障害者支援課

ミドルステイ 延べ184日（4人） 延べ291日（3人） 延べ238日（2人） 延べ199日（2人） 延べ127日（1人）

102 障害者支援課

全5回　延べ人数234名 全5回　延べ人数122名 全5回　延べ人数189名 全5回　延べ人数157名 全5回　延べ人数239名

103 障害者支援課

平成29年度実績

裁判員制度
参加支援事業

　障害者本人または障害者を介護
する家族の方が、裁判員として裁
判に参加している期間中に利用す
る、在宅の障害福祉サービスにか
かる利用者負担相当額を助成す
る。

平成28年度実績平成25年度実績

充
実

テーマ「障害児の出生か
ら親亡き後まで」

テーマ「障害児（者）の地
域生活支援の在り方に

ついて」

平成27年度実績

テーマ「障害者の社会参
加促進について」

　障害児・者を持つ親及び関心を
もっている区民が、こどもの発達に
ついて理解を深め、取り巻く課題に
ついて考えていく講座。全5回。

継
続

継
続

　平成22年度は「発達障害児・者へ
の支援の取り組みについて」の
テーマで実施し、75人が参加した。

事業内容及び平成22年度実績など 平成26年度実績
目
標

担　当　課

障害児・者の
親のための講座

　家庭における介護が困難となった
心身障害者を、施設に一定期間保
護。

　平成22年度の実績は、延べ161
日（2人）。

事業名

テーマ「よりよい地域生活
を送るために」

テーマ「安心した地域生
活のために」

事業継続
（実績なし）

事業継続
（実績なし）

事業継続
（実績なし）

事業継続
（実績なし）

事業継続
（実績なし）
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３　健康を守る保健・医療の充実

（１）保健サービスの充実

№

104 保健予防課

69回 73回 89回 67回 55回

延べ879人 延べ874人 延べ1,045人 延べ857人 延べ771人

　平成22年度の実績

　　　62回　延べ722人

105 障害者支援課

368回　延べ2,273人 440回　延べ2,327人 432回　延べ2,029人 432回　延べ2,067人 408回　延べ2,021人

　平成22年度の実績　 

　　　　 377回　延べ1,959人

106 　相談件数　314件 　相談件数　441件 　相談件数　498件 　相談件数　393件 　相談件数　633件 障害者支援課

　専門相談　20件 　専門相談　9件 　専門相談　12件 　専門相談　12件 　専門相談　16件

　交流会（11回） 　交流会（12回） 　交流会（12回） 　交流会（12回） 　交流会（12回）

　　参加人数　延144人 　　参加人数　延166人 　　参加人数　述べ164人 　　参加人数　述べ152人 　　参加人数　述べ137人

　リハビリ事業（24回） 　リハビリ事業（24回） 　リハビリ事業（24回） 　リハビリ事業（24回） 　リハビリ事業（24回）

参加人数　延377人 　　　参加人数　延405人 参加人数　述べ336人 参加人数　述べ285人 参加人数　述べ264人

　講演会 　講演会 　講演会 　講演会 　講演会

2回　参加者66人 2回　参加者53人 2回　49名 2回　66名 2回　57名

連絡会　4回 連絡会　4回 連絡会　4回 連絡会　4回 連絡会　4回

機関紙発行　3号

平成29年度実績平成28年度実績

　　①　障害者の健康に関する相談及び機能訓練の充実

事業内容及び平成22年度実績など事業名 平成27年度実績

　区内の施設を利用する心身障害
者等を対象に、医師による診察と
血液検査、尿検査、胸部レントゲン
検査、心電図検査、健康相談など
を実施。

継
続

目
標

　障害者福祉センターで、理学療
法士、言語聴覚士等による機能訓
練を実施。

　高次脳機能障害者及びその家族
等からの相談に応じ、関係機関と
の連携を図り、適切な支援を提供
し、支援を促進する。

　平成22年度の実績は、相談390
件。他に、講演会2回、リハビリ事業
17回、連絡会4回を開催。

継
続

充
実

担　当　課

機能回復
訓練事業

平成25年度実績 平成26年度実績

心身障害者
施設等

健康相談

高次脳機能
障害者

支援促進事業
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№

107 保健予防課

難病相談 41回 41回 41回 42回 42回

（再掲） 延べ58人 延べ66人 延べ59人 延べ71人 延べ70人

108 保健予防課

毎月1回実施 毎月1回実施 毎月1回実施 毎月1回実施 毎月1回実施

継続（変更なし） 継続（変更なし） 継続（変更なし） 継続（変更なし） 継続（変更なし）

109 　一般精神 　一般精神 　一般精神 　一般精神 　一般精神 保健予防課

82回　延べ173人 80回　延べ160人 59回　延べ177人 583回　延べ159人 83回　延べ170人

　平成22年度の実績は、 　思春期 　思春期 　思春期 　思春期 　思春期

精神保健相談 　　　一般精神：72回 　 延べ120人 60回　延べ140人 57回　延べ125人 60回　延べ135人 60回　延べ136人 60回　延べ143人

（再掲） 　　　思 春 期：57回 　　延べ121人 　酒害 　酒害 　酒害 　酒害 　酒害

　　　酒　　害：96回 　   延べ389人 95回　延べ431人 96回　延べ370人 96回　延べ319人 96回　延べ313人 94回　延べ289人

　　　高齢精神：28回　　延べ45人 　高齢精神 　高齢精神 　高齢精神 　高齢精神 　高齢精神

27回 　延べ45人 27回 　延べ58人 27回 　延べ55人 28回 　延べ48人 28回 　延べ44人

平成29年度実績平成28年度実績

継
続

目
標

保健相談所で一般精神、思春
期、酒害、高齢期に分けて実施。

事業内容及び平成22年度実績など

難病医療相談室

事業名

継
続

継
続

　難病で治療中又は疑いをもって
心配している方及びその家族を対
象に、患者・家族の療養環境の整
備改善のために、専門医、医師会
医師、理学療法士、保健師等が医
療相談を行っている。平成22年度
の実績は、42回 延73人。

　難病等特定疾患で治療中の方、
病気の心配をされている方とその
家族を対象に、毎月1回、専門医を
中心とした医療相談を行う（江東区
医師会に委託）。

平成27年度実績 担　当　課平成25年度実績 平成26年度実績
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　　②　中高年者に対する予防健診などの充実

№

110 健康推進課

111 健康推進課

86,666人 87,199人 95,238人 91,291人 88,209人

112 保健予防課

113 地域ケア推進課

2回　355人 8回　254人 0回　0人 1回　211人 1回　204人

平成29年度実績

55,902人

受診者　562人

平成28年度実績

56,966人

受診者　688人受診者　896人

平成27年度実績 担　当　課平成25年度実績 平成26年度実績

57,131人

がん検診
継
続

認知症予防講座

生活習慣病
予防健診

　胃、肺、大腸、子宮、乳・前立腺
がんの早期発見、早期治療を目的
として、各対象年齢における希望
する区民に実施。

事業名

　心臓病、脳血管障害などの早期
発見、早期治療を目的として、40歳
以上の国民健康保険、後期高齢者
医療制度の加入者、生活保護受給
者を対象に実施。

57,665人

目
標

事業内容及び平成22年度実績など

　認知症のことを理解し、認知症を
防ぐ生活習慣を実践するための講
座。

継
続

　40歳未満の区民を対象に、尿検
査、血圧測定、血液検査、胸部Ｘ
線、心電図、骨密度測定などを行
い、保健指導、栄養指導及び医師
の指導を実施。

継
続

継
続

受診者　668人 受診者　789人

55,925人健康診査

3536



（２）医療サービスの充実

　　①　自立支援医療の実施

№

114 障害者支援課

更生医療 更生医療 更生医療 更生医療 更生医療

延べ3,809件　実415人 延べ4,018件　実410人 延べ4,264件　実471人 延べ4,277件　実497人 延べ4,381件　実504人

自立支援医療 　（生活保護人工透析分 　（生活保護人工透析分 　（生活保護人工透析分 　（生活保護人工透析分 　（生活保護人工透析分

（更生医療） 　延べ1,789件、実177人 　延べ1,855件、実187人 　延べ1,827件、実177人 　延べ1,797件、実182人 　延べ1,737件、実176人

（育成医療） 　平成22年度の実績 　含む） 　含む） 　含む） 　含む） 　含む）

（精神通院医療）
　更生医療：延べ2,781件　実318
人
　（生活保護人工透析分 育成医療　　　　48件 育成医療　　　　40件 育成医療　　　　25件 育成医療　　　　24件 育成医療　　　　13件 保健予防課

 延べ1,394件、 実150人分を含む）

　育成医療：38件 精神通院医療　5,217人 精神通院医療　5,601人 精神通院医療　6,072人 精神通院医療　6,331人 精神通院医療　7,035人

　精神通院医療：4,336人

　　②　療養介護医療費の支給

115 障害者支援課

　平成22年度の実績は延べ56人

平成29年度実績

平成29年度実績平成28年度実績

延べ744人

平成27年度実績

目
標

平成27年度実績 担　当　課

担　当　課

　障害者自立支援法第6条に規定
された自立支援給付の一つで、療
養介護のうち医療に係る部分（療
養介護医療）の給付。
進行性筋萎縮症の方に対し、療養
とあわせて必要な訓練を行う。

事業名
目
標

療養介護
医療費の支給

（進行性筋萎縮症
療養等給付）

事業内容及び平成22年度実績など

継
続

事業内容及び平成22年度実績など事業名

　障害者自立支援法第6条に規定
された自立支援給付の一つで、従
来の身体障害者の更生医療、障害
児の育成医療、精神障害者の精神
通院医療が統合されて共通の制度
になった医療給付。

継
続

平成28年度実績

延べ696人 延べ686人 延べ723人

平成25年度実績 平成26年度実績

平成25年度実績 平成26年度実績

延べ749人

3637



　　③　その他の医療サービスの充実

№

116 障害者支援課

117 保健予防課

　平成22年度の実績は、287人。

118 保健予防課

　平成22年度の実績は、3,813人。

119 保健予防課

27人 22人 14人 12人 12人

120 保健予防課

17人 14人 10人 10人 9人

平成29年度実績

300人

5,658人
特殊疾病（難病）
の医療費助成

（都制度）

担　当　課

286人

5,105人

　スモン、ベーチェット病などの難
病の治療を受けている方に、医療
費の助成を行っている。

289人

4,408人 4,912人

医療機器貸与者
に対する

訪問看護事業

事業名 事業内容及び平成22年度実績など
目
標

継
続

小児慢性疾患の
医療費助成

継
続

　身体障害者手帳1・2級（内部障
害は3級まで）、愛の手帳1・2度の
方が診療・投薬を受けたときの医療
保険の自己負担分の一部を助成。

　難病患者の在宅療養に必要な医
療機器の貸与に伴う訪問看護師の
派遣。

平成22年度の受給者証交付数
4,269人。

継
続

　在宅難病患者が必要とする医療
機器の貸与を行っている。

平成27年度実績

継
続

継
続

300人

　18歳未満の方ががんやぜんそく
など、慢性疾患で医療を受けたとき
に、各種医療保険の自己負担分を
助成。

平成28年度実績

313人

5,360人

在宅難病患者
医療機器貸与

（都制度）

心身障害者（児）
医療費助成

4,242人 4,128人4,178人4,254人4,263人

平成25年度実績 平成26年度実績

3738



４　ユニバーサルデザインの視点による生活環境の改善

（１）やさしいまちづくりの推進

№

121 まちづくり
推進課

平成28年度実績

区民（障害当事者含）・区
職員協働によるUDまち
づくりワークショップを開
催。「商店街」「金融機
関」「民間企業」に向けた
意識啓発プログラムを検
討・実施し、意識啓発対
象を成人にも拡大させ
た。また、こども達への意
識向上を図る出前講座
については、やさしいま
ちづくり相談員（障害当
事者も含めた区民で構
成）主体による実施体制
の定着に加え、出前講座
の認知度向上もあり、開
催小学校数が飛躍的に
増加した。

　　ワークショップ　8回
　　　出前講座　17回

目
標

担　当　課

区民（障害当事者含）・区
職員協働によるUDまち
づくりワークショップを開
催し、UD観光マップを作
成した。また、こども達へ
の意識向上を図る出前
講座については、やさし
いまちづくり相談員（障害
当事者も含めた区民で
構成）主体による実施体
制が定着し更に多くの小
学校で開催した。
また、協働事業提案制度
採択事業において、今年
度、障害当事者を含む区
内のNPO団体との協働
事業を実施、多様な人々
が安心して外出できる環
境づくりを目的に、区内
のだれでもトイレの詳細
調査を行った。

　　ワークショップ　8回
　　　出前講座　10回
　　　　　協働事業

事業名 事業内容及び平成22年度実績など

江東区長期計画に基づき、ユニ
バーサルデザインの視点により、年
齢・性別・国籍の違いや、障害の有
無等にかかわらず誰もが公平かつ
快適に生活できるようにするため、
区と区民及び事業者が協働でまち
づくりを推進する。

平成25年度実績 平成26年度実績

区民（障がい当事者含）・
区職員協働によるユニ
バーサルデザインまちづ
くりワークショップを開催
し、区内のオリンピック・
パラリンピック競技会場
予定地周辺のまちあるき
を行った。これにより、オ
リンピック・パラリンピック
まちづくり基本計画策定
に向け、ユニバーサルデ
ザインの視点からまちづ
くりの方向性や具体的な
プロジェクトを提案した。
また、こども達への意識
向上を図るため、やさし
いまちづくり相談員（障が
い当事者も含めた区民に
て構成）主体による実施
可能な体制を整え小学
校での出前講座を開催
し、更に多くの小学校で
の出前講座開催に繋げ
た。

　　ワークショップ　9回
　　　出前講座　7回
　　　フォーラム　1回

平成27年度実績

継
続

区民・区職員が参加をし
たユニバーサルデザイン
まちづくりワークショップ
を開催し、こどもたちへの
意識向上を図るため、こ
ども向けユニバーサルデ
ザインハンドブックを活用
して小学校での出前講
座を開催した。また、２０２
０年オリンピック・パラリン
ピック競技大会の東京開
催の決定により、ワーク
ショップ内にて「江東湾
岸エリアにおけるユニ
バーサルデザインまちづ
くり取組方針」策定の参
考とするための検討も実
施した。

　　ワークショップ　7回
　　　出前講座　5回

　区民・区職員が参加したユニバー
サルデザインまちづくりワークショッ
プを開催し、こどもたちへの意識向
上を図るため、こども向けユニバー
サルデザインハンドブックを活用し
て小学校での出前講座を開催し、
その成果をフォーラムにて発表し
た。

平成29年度実績

区民（障害当事者含）・区
職員協働によるUDまち
づくりワークショップを開
催。東京2020オリンピッ
ク・パラリンピック競技大
会を見据え、ボランティア
意識向上の取り組みを、
障害者や外国人等、多
様な視点から検討・実施
した。また、こども達への
意識向上を図る出前講
座については、これまで
の実績から有用性が認
知され、実施校数は毎年
増加している。また、受け
皿となる、やさしいまちづ
くり相談員主体による実
施体制も定着した結果、
過半数を超える区立小
学校で開催するに至っ
た。

　　ワークショップ　8回
　　　出前講座　23回

ユニバーサル
デザイン
推進事業

3839



№

122 仮設スロープ設置 仮設スロープ設置 仮設スロープ設置 仮設スロープ設置 仮設スロープ設置

平成25年6月執行 平成26年12月執行 平成27年4月執行 平成28年7月執行 平成29年7月執行

　仮設スロープ設置 東京都議会議員選挙 衆議院議員選挙 江東区議会議員 参議院議員選挙 東京都議会議員選挙

　平成23年4月執行 56投票所のうち 56投票所のうち 江東区長選挙 57投票所のうち 57投票所のうち

　東京都知事選挙 46か所 48か所 56投票所のうち 48か所 43か所

　　　　55投票所のうち46か所 平成25年7月執行 46か所 平成28年7月執行 平成29年10月執行

　江東区議会議員・江東区長選挙 参議院議員選挙 東京都知事選挙 衆議院議員選挙

　　　　55投票所のうち46か所 56投票所のうち 57投票所のうち 57投票所のうち

46か所 48か所 43か所

平成26年2月執行

東京都知事選挙

56投票所のうち

47か所

平成28年度実績平成27年度実績

選挙管理
委員会事務局

継
続

担　当　課平成26年度実績平成25年度実績

　選挙における投票所に、仮設ス
ロープ及び全投票所に車いすを設
置。

事業名 事業内容及び平成22年度実績など 平成29年度実績

選挙における
投票所

仮設スロープ等

目
標

3940



№

123 河川公園課

124 道路課

125 道路課

　老朽化が進んだ公衆便所の改修
に合わせ、障害者・高齢者・妊婦・
乳幼児を連れている親等が利用し
やすい「だれでもトイレ」として整備
する。

継
続

平成28年度実績平成27年度実績 担　当　課事業名 事業内容及び平成22年度実績など
目
標

平成25年度実績 平成26年度実績

継
続

　道路改修時に、歩道をセミフラット
型にすることで、バリアフリー化を進
める。

だれでもトイレ
整備事業

無電柱化事業

継
続

平成29年度実績

東京オリンピック・パラリン
ピック会場周辺路線：
支障物移設

都市計画道補助115号線
（無電柱化部）：
用地買収、土壌調査

仙台堀川公園周辺路線：
電線共同溝予備設計

整備延長1029.3m

亀戸六丁目道路補修
工事：140.5ｍ

東雲二丁目道路補修
工事：193.0ｍ

新木場二丁目移管道路
改修工事：695.8ｍ

5か所整備 5か所整備 5か所整備

対象路線なし

整備延長279.7m

　豊洲四丁目道路改良
工事完了

整備延長153.8m

亀戸九丁目道路補修
工事完了

道路改修事業

5か所整備 5か所整備

なし

　電線類の地中化を図り、交通安
全や防災機能の向上、町並みの景
観形成を図り、安全・安心なまちづ
くりを進める。

城東地区：
引込・連系管工事、道路
工事設計完了

臨海豊洲地区：
引込・連系管工事、道路
工事完了

亀戸地区：
工事完了

東京オリンピック・パラリン
ピック会場周辺路線：
電線共同溝詳細設計

東京オリンピック・パラリン
ピック会場周辺路線：
電線共同溝設置工事、
道路設計委託

都市計画道補助115号線
（無電柱化部）：
電線共同溝設置工事

整備延長444m

平野四丁目道路改良
工事：316ｍ

清澄一丁目道路改良
工事：128ｍ

4041



（２）住宅改修・バリアフリー化

№

126 障害者支援課

　平成22年度の実績は16件。

127 住宅課

【申請】　1件 【申請】　2件 【申請】　1件 【申請】　1件

内、バリアフリー化工事 内、バリアフリー化工事 内、バリアフリー化工事 内、バリアフリー化工事

0件 0件 0件 1件

【融資決定】　0件 【融資決定】　1件 【融資決定】　1件 【融資決定】　1件

平成28年度で新規申請受付終了

継
続

平成27年度実績

継
続

目
標

担　当　課

住宅修築
融資あっせん

　自己資金だけでは自宅の修繕等
が困難な方に対して、居住性の改
善を支援するため、金融機関に融
資のあっせんを行う。

　障害者や高齢者のためのバリア
フリー化工事を行う場合には、融資
の利子の一部を補給する。

　日常生活の利便を図るため、その
障害者が居住する住宅の設備改
善に要する費用を給付。

身体障害者
住宅設備
改善給付

　対象；身体障害者手帳1～4級の
方、愛の手帳1～3度の方、難病患
者で医療券の交付を受け、常時介
護を必要としている方など。

事業名 事業内容及び平成22年度実績など

平成29年7月より開始する「お部
屋探しサポート事業」にて、住居
あっせん対象者に障害者を加え

る。

平成28年度実績

事業終了

平成29年度実績

22件 24件 25件 32件 20件

平成25年度実績 平成26年度実績

4142



５　雇用・就労の拡大

（１）就労支援の充実

　①障害福祉サービスによる支援

№

128 障害者支援課

129 障害者支援課

　②区独自の取組み

130 障害者支援課

　平成22年度は、12人を表彰。

131 障害者支援課

障害福祉計画の
実績報告を参照

平成28年度実績

0件

就労移行支援
　一般就労に向けて必要な知識及
び能力向上のために必要な訓練を
行う事業。

障害福祉計画の
実績報告を参照

障害福祉計画の
実績報告を参照

就労継続支援

勤労障害者表彰

0件

充
実

継
続

継
続

平成25年度実績
目
標

充
実

担　当　課平成27年度実績事業名 事業内容及び平成22年度実績など

　一般の事業所で就労することが
困難な障害者に対し、生産活動そ
の他の活動の機会の提供を通じて
就労に必要な知識及び能力向上
のために必要な訓練を行う事業。

目
標

平成27年度実績事業名 事業内容及び平成22年度実績など 担　当　課

就職支度金
給付事業

　就労移行支援、就労継続支援、
又は旧法施設入所の決定を受けて
いる施設入所者（身体障害者、知
的障害者）で、就職又は自営によ
り、施設を退所することとなった方
に対して、就職支度金として36,000
円を支給。

平成25年度実績 平成26年度実績

表彰者　12人 表彰者　10人

　就業成績が良好な勤労障害者に
対して賞状を授与し、勤労意欲の
高揚と障害者の就労促進を図る。

平成26年度実績

障害福祉計画の
実績報告を参照

障害福祉計画の
実績報告を参照

障害福祉計画の
実績報告を参照

障害福祉計画の
実績報告を参照

平成28年度実績 平成29年度実績

障害福祉計画の
実績報告を参照

平成29年度実績

事業終了

障害福祉計画の
実績報告を参照

障害福祉計画の
実績報告を参照

0件 0件

表彰者　11人 表彰者　10人 表彰者　11人

4243



№

132 障害者支援課

133 障害者支援課

134 障害者支援課

地域生活支援事業の
実績報告を参照

平成28年度実績

　就労移行支援事業又は自立訓練
事業利用者及び身体障害者更生
援護施設（身体障害者療護施設を
除く）に入所している利用者に対
し、更生訓練費を支給し、社会復
帰の促進を図る。

　就労を希望する障害者に対し、
区役所及び区の施設において就
業体験の機会を提供。

平成27年度実績

　平成22年度の実績は、実施日数
92日、参加延べ人数175人。うち、
就職者数は9人。

　障害者施設自主生産品のＰＲと
販路拡大により工賃アップを図ると
ともに、接客及び販売業務を実地
訓練することで、企業への就労に
結びつく支援をしている。

更生訓練費
給付事業

　平成23年7月には、総合区民セン
ター2階に、2号店目となる「るーくる
西大島」が開店した。

障害者常設販売
コーナー庁内出店

事業「るーくる」

　区役所2階区民ホールの一角を
利用して、区内障害者通所施設に
よる自主生産品等常設販売コー
ナーを開設し、複数の施設の共同
による自主的な取組み・活動に対し
て区が支援する。

地域生活支援事業の実
績報告を参照

担　当　課

継
続

平成29年度実績平成26年度実績

地域生活支援事業の
実績報告を参照

地域生活支援事業の
実績報告を参照

充
実

事業名 事業内容及び平成22年度実績など
目
標

障害者就労支援
庁内実習事業

充
実

平成25年度実績

実施日数　81日
参加人数　延90人
うち就職者数　3人

継　　　続 継　　　続

地域生活支援事業の
実績報告を参照

実施日数　104日
参加人数　延115人
うち就職者数　3人

実施日数　97日
参加人数　延105人
うち就職者数　0人

実施日数　86日
参加人数　延98人
うち就職者数　2人

実施日数　97日
参加人数　延107人
うち就職者数　3人

継　　　続 継　　　続 継　　　続
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（２）雇用・就労の場の確保

№

135 障害者支援課

136 障害者支援課

137 就職者数　48人 就職者数　40人 就職者数  47人 就職者数  80人 就職者数  81人 障害者支援課

138 障害者支援課

139 障害者支援課

140 職員課

継続実施 継続実施 継続実施 継続実施 継続実施

平成28年度実績

継
続

充
実

　区職員としての
採用

江東区
障害者就労・

生活支援センター

ジョブコーチ支援

　企業への就労支援、社会生活を
築くための定着・生活支援の提供。

　選考合格後、各区で面接を行
い、採用を決定する。

　毎年、特別区人事委員会では、
身体障害者の方を対象とした職員
採用選考を行っている。

　職場適応訓練制度の活用を宣伝
し、訓練終了後の雇用を進める。

障害者雇用
納付金制度の

活用による
雇用拡大

目
標

平成27年度実績

職場適応訓練の
推進

事業名 事業内容及び平成22年度実績など

障害者雇用に
関する

企業の理解促進

　障害者の雇用拡大について企業
にＰＲして理解を促進するとともに、
企業に法定雇用率の達成を促す。

担　当　課

充
実

充
実

　ジョブコーチによる支援を受け入
れる企業の拡大に努める。

充
実

　障害者雇用納付金制度をＰＲして
障害者雇用の拡大に努める。

充
実

平成25年度実績 平成26年度実績 平成29年度実績
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６　地域活動の支援

（１）生涯学習・スポーツ・文化活動の支援

№

141 障害者支援課

受講生101名。 受講生102名。 受講生102名。 受講生104名。 受講生91名。

（障害者支援課で補助執行） （障害者支援課で補助執行） （障害者支援課で補助執行） （障害者支援課で補助執行） （障害者支援課で補助執行）

142 指導員　25人 指導員　25人 指導員　25人 指導員　25人 指導員　25人 スポーツ振興課

医務員　1人 医務員　1人 医務員　1人 医務員　1人 医務員　1人 ↓

25.04.21　　17人 26.04.20　　21人 27.04.19  　23人 28.4.17　　24人 29.4.16　　21人 健康スポーツ公社

25.05.19　　33人 26.05.18　　26人 27.05.17　　26人 28.5.15　　17人 29.5.21　　20人 （昭和62年～公社事業）

25.06.16　　28人 26.06.15　　23人 27.06.21　　26人 28.6.19　　24人 29.6.18　　28人

25.10.20　　17人 26.09.21　　25人 27.09.20　　19人 28.9.18　　26人 29.9.16　　19人

25.11.17　　24人 26.10.19　　23人 27.10.18　　23人 28.10.16　 22人 29.10.15　 20人

26.01.08　　22人 26.11.16　　20人 27.11.15　　16人 28.11.20　 20人 29.11.19　 22人

143 障害者支援課

12月に開催 12月に開催 12月に開催 1月に開催 12月に開催

144 障害者支援課

各施設で実施 各施設で実施 各施設で実施 各施設で実施 各施設で実施

平成29年度実績

　クラブ数5、各クラブ20
回程度の活動を実施。

　総括・事業計画・学習メ
ニュー作成及び緊急相
談を行った。

　総括・事業計画・学習メ
ニュー作成及び緊急相
談を行った。

　総括・事業計画・学習メ
ニュー作成及び緊急相
談を行った。

担　当　課平成25年度実績 平成26年度実績 平成27年度実績

　クラブ数5、各クラブ20
回の活動を実施。

継
続

　学校教育を終了した軽度の知的
障害のある就労者を対象として、余
暇活動に必要な一般教養、スポー
ツ、レクリエーション等を実施し、学
習活動を支援する。

事業名 事業内容及び平成22年度実績など

充
実

充
実

目
標

　おおむね3歳以上の愛の手帳ま
たは障害者手帳をお持ちの方を対
象に、水慣れや水泳の初歩を指導
する。

指導員25人、医務員１人を配置し、
年6回実施している。

通所施設での
イベントの開催

　障害者とその家族に芸能等の催
しで慰安するとともに、地域住民と
の交流を図る。年1回開催。

障害者福祉大会
の開催

継
続

　クラブ数5、各クラブ20
回の活動を実施。

　クラブ数5、各クラブ20
回の活動を実施。

障害者水泳教室

知的障害者
学習支援事業

「エンジョイクラブ」

　通所施設において、区民へのＰＲ
や地域との交流の場として、まつり
などのイベントを開催。

　総括・事業計画・学習メ
ニュー作成及び緊急相
談を行った。

平成28年度実績

　クラブ数5、各クラブ20
回の活動を実施。

　総括・事業計画・学習メ
ニュー作成及び緊急相
談を行った。
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№

145 江東図書館

朗読会 朗読会 朗読会 朗読会 朗読会

未実施 未実施 未実施 未実施 未実施

おはなし会 おはなし会 おはなし会 おはなし会 おはなし会

未実施 未実施 未実施 未実施 1回　14名

絵本の読み聞かせ 絵本の読み聞かせ 絵本の読み聞かせ 絵本の読み聞かせ 絵本の読み聞かせ

11回　223名 10回　201名 11回　277名 11回　260名 11回　230名

146 江東図書館

11回　344冊 5回　392冊 4回　218冊 4団体　1,095冊 6団体　1,004冊

147

サイトアクセス件数 サイトアクセス件数 サイトアクセス件数 サイトアクセス件数 サイトアクセス件数

年間41,854件 年間70,806件 年間83,971件 年間64,857件 年間50,376件

登録団体数 登録団体数 登録団体数 登録団体数 登録団体数

160団体 186団体 200団体 199団体 203団体

（平成26年3月31日現在） （平成27年3月31日現在） （平成28年3月31日現在） （平成29年3月31日現在） （平成30年3月31日現在）

※平成23年9月21日 サイトオープン

平成29年度実績平成25年度実績 平成26年度実績

図書館資料の
団体貸出

　視覚障害者の方々を対象とした
「朗読会」（一般の方の参加も可）を
行っている。（江東図書館）。定期
的に来館している障害者施設の
方々を対象に、「おはなし会」を実
施している（深川図書館）。大塚ろう
学校江東分教室の聴覚障害児を
対象とした口話法による「絵本の読
み聞かせ」を行っている（城東図書
館）。

図書館
「朗読会」・

「おはなし会」

　団体貸出登録をした障害者施設
等に、図書の貸出を行っている（貸
出期間は 1か月）。

継
続

目
標

平成27年度実績

継
続

　必要に応じて、配本車による配送
も行っている（要予約）。

区民協働
推進担当

担　当　課事業名 事業内容及び平成22年度実績など

コミュニティ活動
情報発信事業

（ことこみゅネット）

充
実

　地域活動する市民団体のイベント
情報や活動情報を、インターネット
を活用して一元的に発信するポー
タルサイト「江東区コミュニティ活動
支援サイト・ことこみゅネット」を活用
し、コミュニティ活動への関心を高
め、誰もが活動に参加できる環境
の整備を図る。

　また、市民団体の活動情報の発
信を充実することにより、団体の活
動活性化と人材確保を支援する。

平成28年度実績
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（２）行政と区民との協働（区政への参画）

№

148 ○協議会開催 ○協議会開催 ○協議会開催 ○協議会開催 ○協議会開催 障害者支援課

　全体会　2回 　全体会　2回 　全体会　2回 　全体会　2回 　全体会　2回

〔主な議題〕 〔主な議題〕 〔主な議題〕 〔主な議題〕 〔主な議題〕

○専門部会 ○専門部会 ○専門部会 ○専門部会 ○専門部会

精神部会　　　　6回 精神部会　　　　6回 精神部会　　　　5回 精神部会　　　　5回 精神部会　　　　5回

相談支援部会　6回 相談支援部会　4回 相談支援部会　4回 相談支援部会　3回 相談支援部会　3回

就労支援部会　3回 就労支援部会　3回 就労支援部会　3回 就労支援部会　3回 就労支援部会　3回

児童部会　　　　3回 児童部会　　　　4回 児童部会　　　　2回 児童部会　　　　3回 児童部会　　　　3回

権利擁護部会　4回 権利擁護部会　6回 権利擁護部会　6回 権利擁護部会　6回

149 協議会開催　3回 協議会開催　4回 協議会開催　2回 協議会開催　3回 協議会開催　4回 障害者支援課

〔主な議題〕 〔主な議題〕 〔主な議題〕 〔主な議題〕 〔主な議題〕

地域自立支援
協議会
（再掲）

・障害者計画の進ちょく
状況、障害福祉計画の
実績報告
・障害者計画・障害福祉
計画・障害児福祉計画策
定

平成29年度実績

・障害者計画・障害福祉
計画・障害児福祉計画策
定

・障害者計画の進ちょく
状況、障害福祉計画の
実績報告
・障害者実態調査の実施

・障害者計画の進ちょく
状況、障害福祉計画の
実績報告
・第4期障害福祉計画策
定

平成26年度実績

・障害者実態調査につい
て
・ヘルプカードについて

・第4期障害福祉計画策
定

・障害者計画の進ちょく
状況、障害福祉計画の
実績報告

・障害者差別解消法への
対応

事業内容及び平成22年度実績など 平成25年度実績

充
実

担　当　課

充
実

障害者計画・
障害福祉計画
推進協議会

（再掲）

　障害者関係の各種事業を効率
的・効果的に実施するため、障害
者計画・障害福祉計画の策定・進
行管理等を行う協議会。福祉関係
機関や障害当事者がメンバーとな
り、福祉サービスの向上を目指した
協議を行っている。

事業名
目
標

　地域の相談支援ネットワークづく
り等について検討する協議会。福
祉関係機関や障害当事者がメン
バーとなり、地域の課題解決に向
けた支援方策を考えていく。

平成27年度実績

・障害者計画の進ちょく
状況、障害福祉計画の
実績報告
・障害者実態調査の実施

平成28年度実績

・障害者差別解消法への
対応
・障害者実態調査
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７　配慮を必要とするこどものための教育・療育等の充実

№

150 4か月児（乳児）　4,542人 4か月児（乳児）　4,649人 4か月児（乳児）　4,864人 4か月児（乳児）　4,787人 4か月児（乳児）　4,679人 保健予防課

乳児経過観察　662人 乳児経過観察　549人 乳児経過観察　618人 乳児経過観察　601人 乳児経過観察　592人

1歳6か月　4,171人 １歳6か月　4,548人 1歳6か月　4,451人 1歳6か月　4,615人 1歳6か月　4,661人

3歳　4,229人 3歳　4,389人 3歳　4,485人 3歳　4,559人 3歳　4,603人

幼児経過観察　619人 幼児経過観察　593人 幼児経過観察　528人 幼児経過観察　496人 幼児経過観察　597人

発達相談　603人 発達相談　694人 発達相談　684人 発達相談　715人 発達相談　639人

151 保健師 保健師 保健師 保健師 保健師 保健予防課

延べ2,517人 延べ2,476人 延べ2,178人 延べ2,155人 延べ2,199人

助産師（委託）　 助産師（委託）　 助産師（委託） 助産師（委託） 助産師（委託）

延べ6,887人 延べ7,224人 延べ7,358人 延べ7,178人 延べ6,780人

152 保健予防課

71回 71回 72回 72回 72回

延べ603人 延べ694人 延べ684人 延べ715人 延べ639人

153 保健予防課

　平成22年度の実績は延べ855人

平成28年度実績 平成29年度実績

延べ836人延べ996人

平成27年度実績
目
標

担　当　課平成26年度実績事業名 事業内容及び平成22年度実績など

　乳幼児期の各期における健康診
査（乳児健診、経過観察健診、1歳
6か月・3歳児健診、発達相談）を行
い、心身障害児の早期発見、早期
療育のための相談指導を保健相談
所で実施。

　乳児健診で運動発達に問題が認
められた乳児に対し、専門医の診
察・相談と理学療法士による指導を
行う。保健相談所で実施。

継
続

平成25年度実績

新生児・
産婦訪問指導

継
続

継
続

　保健師・助産師が家庭を訪問し、
新生児の養育に関する相談・指
導、健康チェック、産婦の健康や育
児の悩み等の相談を行う。保健相
談所で実施。

継
続

　平成22年度の実績は、65回
延べ564人。

　1歳6か月を過ぎた幼児のことばの
発達に関する相談を行う。保健相
談所で実施。 延べ997人延べ894人 延べ950人

1歳半経過
観察心理相談
（ことばの相談）

（１）乳幼児や就学前児童などに対する健診及び相談の充実

乳幼児健康診査

発達相談
（運動発達）
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№

154 保健予防課

　平成22年度の実績は延べ660人。　　

155 保健予防課

個別相談 個別相談 個別相談 個別相談 個別相談

54回　延べ124人 51回　延べ122人 54回　延べ137人 54回　延べ112人 54回　延べ106人

　平成22年度の実績は、 集団指導 集団指導 集団指導 集団指導 集団指導

　　個別相談：54回、延べ132人 125回　延べ913人 128回　延べ917人 126回　延べ821人 124回　延べ866人 125回　延べ795人

　　集団指導：132回、延べ1,092人

延べ715人

平成28年度実績 平成29年度実績

延べ664人延べ694人

平成27年度実績

延べ607人

平成26年度実績

延べ603人

　3歳児の気になる行動や子育ての
問題に関する相談を行う。保健相
談所で実施。3歳児心理相談

目
標

平成25年度実績

　各種健診及び相談から必要と認
められる児童について、心理相談
を行う。保健相談所で実施。

継
続

こころの発達相談
継
続

担　当　課事業名 事業内容及び平成22年度実績など
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（２）療育・保育・就学前教育の充実

№

156 ○こども発達センター ○こども発達センター ○こども発達センター ○こども発達センター ○こども発達センター 障害者支援課

○こども発達扇橋 ○こども発達扇橋 ○こども発達扇橋 ○こども発達扇橋 ○こども発達扇橋

　センター 　センター 　センター 　センター 　センター

○こども発達センター

（塩浜福祉プラザ内） 通園事業 通園事業 通園事業（1日定員） 通園事業（1日定員） 通園事業（1日定員）

○こども発達扇橋センター  １日　各定員44人×2施設  １日　各定員44人×2施設 塩浜：44人 塩浜：44人 塩浜：44人

（障害者福祉センター内） ※11月より扇橋41人 扇橋：41人 扇橋：41人 扇橋：41人

通園事業 相談事業　 相談事業　 相談事業　 相談事業　 相談事業　

　1日　各定員44人×2施設 延べ4,306人 延べ4,806人 延べ5,918人 延べ6,563人 延べ7,293人

相談事業　

　延べ2,863人（平成22年度）

157 障害者支援課

平成28年度実績 平成29年度実績平成27年度実績平成26年度実績 担　当　課

　発達に遅れ、または障害のある乳
幼児を対象に、早期からの療育を
行う。2か所で実施。

目
標

事業内容及び平成22年度実績など 平成25年度実績

継
続

事業名

障害児通所訓練

　就学前のこどもの発達について、
専門的な相談や療育を行う事業。
江東区こども発達センター「ＣoＣo」
で、実施している。

障害児
発達支援

事業
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№

158 保育計画課

（うち障害認定児は32人） （うち障害認定児は30人） （うち要支援認定児は (うち要支援認定児は

　27人） 13人）

保育課

　平成27年度実績より、障害児審
査会は要支援児審査会、障害認定
児は要支援認定児へ名称修正。

159 学校支援課

就園相談　36人 就園相談　44人 就園相談　45人 就園相談　37人 就園相談　38人

　平成22年度の就園相談は、42人。

160 障害者支援課

161 障害者支援課

利用実績　60人 利用実績　305人

平成28年度実績

・公立保育園巡回指導対
象児は、111人

・私立・認証保育所にお
ける臨床心理士等の発
達相談は、40施設・251
名に対して実施。

障害福祉計画の
実績報告を参照

障害福祉計画の
実績報告を参照

障害福祉計画の
実績報告を参照

（うち認証保育所・保育
ルーム認定児は3人）

（うち認証保育所等認可
外保育施設認定児は3
人）

障害福祉計画の
実績報告を参照

・私立・認証保育所にお
ける臨床心理士等の発
達相談は、22施設・延
283名に対して実施。

障害福祉計画の
実績報告を参照

・公立要支援認定児は24
人

障害福祉計画の
実績報告を参照

・私立・公設民営等保育
施設要支援認定児は、
61人

充
実

充
実

継
続

事業名

　平成22年度の公立保育園巡回指
導対象児は168人（うち障害認定児
25人）。私立保育園障害認定児は
41人（うち認証保育所認定児2
人）。

事業内容及び平成22年度実績など
目
標

　平成24年度より、発達障害児の
巡回指導のために、新たに私立保
育園及び認証保育所への臨床心
理士等の派遣補助を実施。

幼稚園でも、障害児を受け入れ
て幼稚園教育を実施。

障害児保育の
充実

幼稚園の障害児
受入れ

幼稚園でも、障害児を受け入れ
て幼稚園教育を実施。

　発達状況に応じた専門的な相
談、心のケア相談による親子支援
を行い、適切な療育を促す。

　障害児保育については、区では
障害児審査会を設置し、障害児の
入園の可否及び処遇を審査し、適
切な障害児保育を実施。

充
実

　障害児が施設に通い、日常生活
の基本的な動作や集団生活への
適応訓練を受ける。

平成27年度実績

障害福祉計画の
実績報告を参照

平成29年度実績

障害福祉計画の
実績報告を参照

担　当　課

・私立、公設民営等認可
保育施設要支援認定児
は73人

・私立・認証保育所にお
ける臨床心理士等の発
達相談は、39施設・255
名に対して実施。

・認証保育所認定児は3
人

（うち認証保育所・保育
ルーム認定児は3人）

・公立保育園巡回指導対
象児は、198人

・公立保育園巡回指導対
象児は、184人

・私立・認証保育所にお
ける臨床心理士等の発
達相談は、32施設・延
361名に対して実施。

・公立保育園巡回指導対
象児は103人

・公立保育園巡回指導対
象児は、135人

・私立・公設民営保育所
要支援認定児は、51人

平成25年度実績

・私立・認証保育所にお
ける臨床心理士等の発
達相談は、24施設・延
232名に対して実施。

・私立・公設民営保育所
障害認定児は、39人

・私立・公設民営保育所
障害認定児は、36人

平成26年度実績

（うち認証保育所・保育
ルーム認定児は3人）

児童発達支援
（旧：児童デイ

サービス）

障害児相談支援
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（３）特別支援教育体制の充実

№

162 学校支援課

　平成22年度の実績は、213件

163

　平成28年度から順次、段
階的に特別支援教室を導
入し、平成30年度までに全
小学校にて特別支援教室
を整備・開設予定。

　小学校6校に特別支援
教室が設置された。

　小学校24校に特別支
援教室設置完了。

学校支援課

・小学校の固定学級　 ・小学校の固定学級　 ・小学校の固定学級　 ・小学校の固定学級　 ・小学校の固定学級　

（知的障害）　 （知的障害）　 （知的障害）　 （知的障害）　 （知的障害）　

12校・26学級・171人 12校・29学級・184人 12校・28学級・181人 12校・30学級・187人 12校・32学級・206人

・小学校の通級指導学級 ・小学校の通級指導学級 ・小学校の通級指導学級 ・小学校の通級指導学級 ・小学校の通級指導学級

平成23年度の実績 （聴覚障害）　 （聴覚障害）　 （聴覚障害）　 （聴覚障害）　 （聴覚障害）　

・小学校の固定学級　 　1校・1学級・6人 　 　1校・1学級・6人 　 　1校・1学級・6人 　 　1校・1学級・6人 　 　1校・1学級・7人 　

（知的障害）　10校　24学級　152人 （言語障害）　 （言語障害）　 （言語障害）　 （言語障害）　 （言語障害）　

（聴覚障害）　1校　1学級　5人 　 1校・3学級・59人　 1校・3学級・50人　 1校・3学級・46人　 1校・3学級・47人　 1校・3学級・49人　

（言語障害）　1校　3学級　56人　 (情緒障害)　 (情緒障害)　 (情緒障害)　 (情緒障害)　 (情緒障害)　 

（情緒障害)　 3校　13学級　115人  3校・14学級・127人  4校・16学級・148人  5校・18学級・158人  4校・16学級・148人  2校・８学級・74人

（特別支援教室） （特別支援教室）

・中学校の固定学級 ・中学校の固定学級 ・中学校の固定学級 ・中学校の固定学級  6校・22人  24校・147人

（知的障害）　5校　13学級　90人 （知的障害）　 （知的障害）　 （知的障害）　 ・中学校の固定学級 ・中学校の固定学級

・中学校の通級指導学級 　6校・14学級・90人 　6校・15学級・98人 　6校・16学級・110人 （知的障害）　 （知的障害）　

（情緒障害）　2校　4学級　32人 ・中学校の通級指導学級 ・中学校の通級指導学級 ・中学校の通級指導学級 　6校・18学級・120人 　6校・19学級・120人

今後の計画 (情緒障害)　 (情緒障害)　 (情緒障害)　 ・中学校の通級指導学級 ・中学校の通級指導学級

・平成24年4月開設予定  2校・4学級・33人  2校・5学級・42人  1校・5学級・47人 (情緒障害)　 (情緒障害)　 

有明小学校、中学校（知的固定学級）  1校・6学級・52人  1校・6学級・57人

平成28年度実績

就学相談　358件

平成29年度実績

就学相談　364件就学相談　278件

担　当　課
目
標

平成26年度実績

継
続

事業名

特別支援学級の
設置

　平成22年度は豊洲北小学校に情
緒障害等通級指導学級を開設し
た。今後の特別支援教育のニーズ
や地区要素を踏まえ、特別支援学
級の計画的な配置を行う。

　教育委員会では、障害の種類・
程度によって適切な教育を保障す
るための就学相談を実施。

　教育委員会では、障害の種類・
程度によって適切な教育を保障す
るための就学相談を実施。

事業内容及び平成22年度実績など

義務教育の
就学相談

継
続

平成27年度実績

就学相談　316件

担　当　課平成25年度実績

就学相談　258件
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№

164 学校支援課

学習支援員 学習支援員 学習支援員 学習支援員 学習支援員

小学校　44学校 小学校　44学校 小学校　45学校 小学校　45学校 小学校　45学校

中学校　15学校 中学校　14学校 中学校　14学校 中学校　16学校 中学校　20学校

平成23年度の実績

　学習支援員

　　小学校　44校、中学校　13校

165
継
続

学校支援課

・介助員 ・介助員 ・介助員 ・介助員 ・介助員

小学校　48人 小学校　52人 小学校　51人 小学校　62人 小学校　66人

中学校　26人 中学校　27人 中学校　28人 中学校　27人 中学校　28人

幼稚園　58人 幼稚園　56人 幼稚園　60人 幼稚園　56人 幼稚園　57人

平成23年度の実績 ・認定就学者等介助員 ・認定就学者等介助員 ・認定就学者等介助員 ・認定就学者等介助員 ・認定就学者等介助員

・介助員 小学校　9人 小学校　9人 小学校　14人 小学校　19人 小学校　15人

　　小学校　4１人　中学校　12人 中学校　 7人 中学校　8人 中学校　 3人 中学校　 1人 中学校　 3人

　　幼稚園　44人

・認定就学者等介助員

　　小学校　10人　中学校　2人

平成28年度実績 平成29年度実績平成25年度実績 平成26年度実績
目
標

事業内容及び平成22年度実績など

学習支援事業

事業名

　通常学級に在籍する特別な教育
的配慮を必要とする幼児・児童・生
徒に対し、区独自に学習支援員を
配置し、個別学習支援を行うととも
に、円滑な学級運営に寄与する。
学習支援員は、主としてＬＤ(学習
障害）・ＡＤ/ＨＤ(注意欠陥多動性
障害）・高機能自閉症等の発達障
害を有する児童・生徒等を対象とし
て学習支援を行う。

　区立小中学校「特別支援学級」
及び幼稚園に対し、児童・生徒の
安全確保等のため介助員を配置。
また、通常学級に在籍する身体等
に障害を有する児童・生徒の生活
介助を行うため、認定就学者等介
助員を配置している。

学習支援事業

担　当　課平成27年度実績

心身障害児等
介助

継
続
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№

166 　特別支援学級 　特別支援学級 　特別支援学級 　特別支援学級 　特別支援学級 学務課

小学校　41人 小学校　39人（1） 小学校　35人（1） 小学校　34人 小学校　31人

中学校　15人 中学校　13人 中学校　20人 中学校　22人（1） 中学校　22人

　通級指導学級 　通級指導学級 　通級指導学級 　通級指導学級 　通級指導学級

小学校　123人 小学校　127人 小学校　140人 小学校　　134人 小学校　86人　

中学校 　45人 中学校 　47人 中学校　44人 中学校　　53人 中学校　48人

通常学級　小学校1人 通常学級　小学校1人
※()は通常学級対象者
数(再掲)

※通常学級対象者0人
※（）は区外特別支援学級対
象者数（再掲）

※通常学級対象者0人

（４）放課後対策の充実

167 障害者支援課

168 放課後支援課

19か所　34人 13か所　29人 20か所　42人 16か所　36人 15か所　42人

平成28年度実績

平成28年度実績

障害児を受け入れた
学童クラブ

平成29年度実績

平成29年度実績

障害児を受け入れた
学童クラブ

平成26年度実績

障害児を受け入れた
学童クラブ

継
続

　特別支援学級へ就学する児童・
生徒の保護者の経済的負担を軽
減するため、学用品購入費等を支
給する。

　平成25年より、通常学級に在籍し
ていて学校教育施行令第22条の3
に該当する程度の障害を持つ児
童・生徒を対象に追加。

　学齢期の児童などを対象に、放
課後や長期休業中の活動の場を
確保し、成長、発達を促します。

平成22年度は、9か所で実施。

小中学校
就学奨励事業

　学童クラブに障害児を受け入れる
場合、巡回指導員による指導や、
私立学童クラブに対して障害児を
受け入れる場合に補助対象指導員
分として補助金の加算を行う。

障害児通所訓練

　平成22年度に障害児を受け入れ
た学童クラブは、28か所、62人。

事業内容及び平成22年度実績など 担　当　課

障害児を受け入れた
学童クラブ
障害児を受け入れた
学童クラブ

平成27年度実績

事業名 事業内容及び平成22年度実績など
目
標

平成25年度実績 担　当　課

継
続

事業名

継
続

平成25年度実績

障害児を受け入れた
学童クラブ

学童クラブに
おける障害児の

受入れ

目
標

平成26年度実績 平成27年度実績
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№

169 放課後支援課

7か所　21人 6か所　20人 4か所　11人 5か所　10人

170 放課後支援課

障害児の受入れ実績 障害児の受入れ実績 障害児の受入れ実績 障害児の受入れ実績 障害児の受入れ実績

　Ａ登録 　Ａ登録 　Ａ登録 　Ａ登録 　Ａ登録

21か所　156人 21か所　172人 28か所　177人 33か所　192人 37か所　191人

　Ｂ登録 　Ｂ登録 　Ｂ登録 　Ｂ登録 　Ｂ登録

13か所 　32人   17か所 　34人   14か所 　30人 23か所　51人 27か所　49人

171 障害者支援課

障害福祉計画の
実績報告を参照

平成28年度実績

障害児を受け入れた
「げんきっず」

障害福祉計画の
実績報告を参照

平成29年度実績

なし
(きっずクラブAに移行)

障害福祉計画の
実績報告を参照

障害児を受け入れた
「げんきっず」

放課後等
デイサービス

　当該小学校在籍の1～6年生を対
象に、小学校を活用し、仲間との交
流や学習・スポーツ等の活動を展
開する。当該小学校在籍の障害児
の受入れ。放課後子ども教室

　平成22年度に障害児を受け入れ
た「げんきっず」は、2か所 24人
（平久小8人、第二大島小16人）

継
続

充
実

障害児を受け入れた
「げんきっず」継

続

障害福祉計画の
実績報告を参照

事業内容及び平成22年度実績など
目
標

平成25年度実績

障害児を受け入れた
「げんきっず」

障害福祉計画の
実績報告を参照

　学校通学中の障害児に対して、
放課後や夏休み等の長期休暇中
において、生活能力向上のための
訓練等を継続的に提供することに
より、学校教育と相まって障害児の
自立を促進するとともに、放課後等
の居場所づくりを推進。

放課後
子どもプラン

　平成22年度で、障害児を受け入
れたＡ登録は4か所・33人、Ｂ登録
は2か所・4人。

　当該小学校在籍児童のうち、1～
6年生対象のＡ登録（放課後子ども
教室機能）と、1～3年生対象のＢ登
録（学童クラブ機能）が、小学校を
居場所・生活の場として活動する。

事業名 平成26年度実績 平成27年度実績 担　当　課
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８　区民の理解と共感の醸成

（１）啓発・広報活動の推進

№

172 障害者支援課

継続実施 継続実施 継続実施 継続実施 継続実施

173 障害者支援課

174 障害者支援課

継続実施 継続実施 継続実施 継続実施 継続実施

175 障害者支援課

12月に開催 12月に開催 12月に開催 1月に開催 12月に開催

176 保健予防課

精神保健講演会

177 保健予防課

平成28年度実績

継続実施

4保健相談所で7回開催
延べ227人参加

4保健相談所で9回開催
延べ271人参加

4保健相談所で9回開催
延べ497人参加

4保健相談所で9回開催
延べ400人参加

　区報や区のホームページに、障
害者施策として行っている事業など
を掲載。

　精神保健についての正しい知識
と精神障害者への理解を得る啓発
活動の一環として、精神保健講演
会を実施。

4保健相談所で7回開催
延べ195人参加

　難病患者及び家族を対象に、病
気に対する正しい知識、療養のあり
方などの理解を深めてもらうため、
専門医による講演会を行っている。

充
実

障害者福祉の
てびきの発行

障害者福祉大会
の開催（再掲）

継
続

目
標

障害者週間等に
よる啓発・広報
活動の推進

難病講演会

4保健相談所で7回開催
延べ203人参加

継
続

4保健相談所で9回開催
延べ400人参加

4保健相談所で7回開催
延べ290人参加

　障害に対する理解を深めるため、
「障害者週間」（12月3～9日）、「障
害者雇用促進月間」、「人権週
間」、「精神保健普及運動」などに
合わせて、啓発・広報活動を推進し
ている。

充
実

　障害者が利用できるサービスを広
くまとめた冊子を作成・発行。

継続実施 継続実施

担　当　課事業名 事業内容及び平成22年度実績など 平成27年度実績平成25年度実績 平成26年度実績

継
続

区報・
ホームページ

による
実施事業の紹介

継
続

継続実施

平成29年度実績

継続実施

4保健相談所で7回開催
延べ197人参加

4保健相談所で9回開催
延べ343人参加

　障害者とその家族に芸能等の催
しで慰安するとともに、地域住民と
の交流を図る。年1回開催。
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（２）福祉教育の推進

№

178 指導室

手話・アイマスク・ 手話・アイマスク・ 手話・アイマスク・ 手話・アイマスク・ 手話・アイマスク・

点字・車いす体験学習 点字・車いす体験学習 点字・車いす体験学習 点字・車いす体験学習 点字・車いす体験学習

小学校　21校 小学校23校 小学校39校 小学校42校 小学校43校

福祉教育の推進 中学校　　4校 　中学校4校 　中学校5校 　中学校11校 　中学校14校

障害者支援課

1回　参加者13人

179 受講者数　24名 受講者数　25名 受講者数　20名 受講者数　25名 受講者数　18名 職員課

研修期間　3日間 研修期間　3日間 研修期間　3日間 研修期間　3日間 研修期間　3日間

受入施設数　10施設 受入施設数　10施設 受入施設数　10施設 受入施設数　9施設 受入施設数　10施設

○障害者福祉センター
にて講演会「発達障害の
理解と支援」20人

○障害者福祉センター
にて講演会「知っておき
たい遺言・信託・成年後
見～障害のある子『親な
きあと』私の終活を考え
る」63人

「児童の発達障害を理解
と対応法」35人

平成28年度実績

○小中学校にて障害理
解の学習

○障害者福祉センター
にて講演会「セラピードッ
クについて」23人

「児童の発達障害を理解
するための基礎講座」19
人

町会参加の都合がつか
ず、実施なし。

継
続

平成25年度実績 平成26年度実績

○小中学校にて障害理
解の学習

○小中学校にて障害理
解の学習

区職員に対する
福祉施設
体験学習

継
続

　区職員の研修メニューの中に、福
祉施設での体験学習を取り入れて
いる。

○障害者福祉センター
で、ボランティアセミナー
を開催。

平成27年度実績事業名 事業内容及び平成22年度実績など
目
標

担　当　課

○小中学校にて障害理
解の学習

　福祉の心を醸成し、福祉活動を
活発にするため、学校教育、生涯
学習で福祉に関わるテーマでの学
習会等を開催。

平成29年度実績

○小中学校にて障害理
解の学習
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９　安全・安心な地域生活環境の整備

（１）防災・防犯対策の推進

№

180 障害者支援課

　平成22年度の実績は、7件。

181 防災課

12件 10件 3件 1件 16件

182 危機管理課

平成28年度実績

4件（世帯）

平成25年度実績 平成26年度実績

4件（世帯） 2件（世帯）

事業名 事業内容及び平成22年度実績など

　重度心身障害者の世帯に対し、
家具転倒防止器具の取り付けをす
る（1世帯3点まで）。

充
実

心身障害者
家具転倒

防止器具取付

平成27年度実績

継
続

　地区内での災害時要配慮者や知
識、技術を持った人材、資機材、危
険箇所等を調査し、リストにまとめた
「地区別防災カルテ」及び防災計
画を災害協力隊が自ら作成し、災
害時の避難や、救出、救助に役立
てる。

こうとう
安全安心メール

（再掲）

地区別
防災カルテ
推進事業

　インターネット対応の携帯電話ま
たはパソコンから事前登録していた
だくと、江東区内の不審者情報や、
ひったくり、空き巣、振り込め詐欺
等の各種防犯対策情報や、地震等
の災害、各種気象警報、区からの
防災情報等がメールにて配信され
る。

担　当　課
目
標

平成29年度実績

1件(世帯)

継
続

2件（世帯）

平成30年3月末現在
　登録者数
　22,108件

平成26年3月末現在
　登録者数
13,395件

平成27年3月末現在
登録者数
15,292件

平成28年3月末現在
登録者数
18,558件

　平成29年3月末現在
登録者数
19,384件
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（２）地域の支えあいの推進

　　①　地域の支えあい

№

183 障害者支援課

49件 45件 45件 41件 35件

　平成22年度の実績は、56件。

184 障害者支援課

継続実施 継続実施 継続実施 継続実施 継続実施

185 障害者支援課

経済課

平成28年度実績平成25年度実績

江東さざんか
カード

実施事業

　地域の力で子育てや高齢者、障
害者、難病患者などの皆さんの生
活を応援する社会貢献事業。

　対象者に発行されたカードの提
示により、協賛店から独自に提供さ
れる割引など様々な特典で買い物
を楽しめる。

事業終了

　聴覚または音声機能に障害があ
るため、電話による110番、119番通
報が困難な人に対して、ファクシミリ
による緊急通報に用いる専用の用
紙（緊急通報カード）を無料で配
布。

ファクシミリ
緊急通報

継
続

平成27年度実績事業名 事業内容及び平成22年度実績など 担　当　課

継
続

継
続

目
標

平成29年度実績

緊急通報システム
設置

　ひとり暮らし等の障害者世帯（難
病世帯も含む）が、緊急事態に陥っ
たときに、手元のペンダントを押す
だけで直接東京消防庁に通報でき
る機器を設置。

平成26年度実績
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　　②　ボランティアの養成・活動の促進

№

186 継続実施 継続実施 継続実施 継続実施 継続実施 社会福祉協議会

個人登録　5,095名 個人登録　5,284名 個人登録　5,281名 個人登録　4,793名 個人登録　4,702名 長寿応援課

団体登録　93団体 団体登録　98団体 団体登録　97団体 団体登録　97団体 団体登録　99団体

187 障害者支援課

継続実施 継続実施 継続実施 継続実施 継続実施

188 江東図書館

全4回 全21回 全26回 全25回 全28回

29人 336人 349人 430人 362人

平成28年度実績
目
標

平成25年度実績 平成26年度実績

手話通訳者・
協力員養成

（再掲）

江東ボランティア
センターの運営

　前期・後期2年間の連続講座を開
催し、講座終了後は図書館に登録
し、音訳者として活動していただく。

継
続

継
続

　視覚障害など、通常の活字資料
の利用が困難な方に、図書館資料
を音声化するサービスを行う「音訳
者」を養成する。

　江東ボランティアセンターでは、
ボランティア活動の相談、登録、養
成のための講習会等を実施。

　聴覚障害者のために手話通訳
者・協力員を養成する。

継
続

音訳者養成講座

担　当　課事業名 事業内容及び平成22年度実績など 平成27年度実績 平成29年度実績

6061



　 《 目 次 》

障害福祉サービス等の実績報告　・・・・・・・・・・・・・　１

地域生活支援事業の実績報告　・・・・・・・・・・・・・・　４

江東区通所支援施設等の状況　・・・・・・・・・・・・・・　６

江東区障害福祉計画の実績報告

江 東 区 障 害 者 計 画 等 推 進 協 議 会

平 成 30 年 8 月 8 日
福 祉 部 障 害 者 支 援 課

資料 5



障害福祉サービス等の実績報告

達成率 達成率 達成率

時間分 時間分 98.9% 時間分 時間分 100.1% 時間分 時間分 99.6%

716 人 743 人 103.8% 746 人 756 人 101.3% 778 人 806 人 103.6%

居宅介護 7,511 時間分 7,789 時間分 8,031 時間分

重度訪問介護 9,015 時間分 9,360 時間分 9,551 時間分

同行援護 3,155 時間分 3,343 時間分 3,426 時間分

行動援護 16 時間分 9 時間分 3 時間分

重度障害者等包括支援 0 時間分 0 時間分 0 時間分

人日分 人日分 98.2% 人日分 人日分 98.5% 人日分 人日分 105.3%

人 人 102.2% 人 人 102.5% 人 人 103.9%

人日分 人日分 119.2% 人日分 人日分 90.4% 人日分 人日分 88.5%

人 人 100.0% 人 人 75.0% 人 人 75.0%

人日分 人日分 78.4% 人日分 人日分 64.3% 人日分 人日分 59.9%

人 人 73.9% 人 人 71.2% 人 人 66.1%

(月間利用実績）

サ　ー　ビ　ス　名

平成27年度 平成28年度 平成29年度

計画見込量 平均値 計画見込量 平均値 計画見込量 平均値

訪
問
系
サ
ー

ビ
ス

居宅介護等　　　　　　　　　　総利用時間数
19,917 19,697 20,488 20,501 21,089 21,011

日
中
活
動
系
サ
ー

ビ
ス

生活介護
12,700 12,474 12,960 12,769 13,220 13,919

635 649 648 664 661 687

自立訓練（機能訓練）
52 62 52 47 52 46

4 4 4 3 4 3

自立訓練（生活訓練）
920 721 1,040 669 1,120 671

46 34 52 37 56 37
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達成率 達成率 達成率
サ　ー　ビ　ス　名

平成27年度 平成28年度 平成29年度

計画見込量 平均値 計画見込量 平均値 計画見込量 平均値

人日分 人日分 112.8% 人日分 人日分 115.0% 人日分 人日分 108.5%

人 人 123.0% 人 人 124.2% 人 人 120.3%

人日分 人日分 131.0% 人日分 人日分 171.6% 人日分 人日分 195.5%

人 人 136.6% 人 人 181.8% 人 人 195.7%

人日分 人日分 91.9% 人日分 人日分 89.9% 人日分 人日分 86.9%

人 人 97.5% 人 人 95.2% 人 人 91.6%

人 人 107.1% 人 人 108.9% 人 人 110.7%

人日分 人日分 149.9% 人日分 人日分 174.7% 人日分 人日分 225.7%

人 人 139.0% 人 人 161.0% 人 人 207.1%

人日分 人日分 87.0% 人日分 人日分 68.8% 人日分 人日分 87.0%

人 人 90.9% 人 人 81.8% 人 人 109.1%

人 人 98.5% 人 人 95.1% 人 人 87.2%

人 人 103.5% 人 人 104.5% 人 人 104.5%

日
中
活
動
系
サ
ー

ビ
ス

就労移行支援
1,921 2,166 2,040 2,347 2,176 2,362

113 139 120 149 128 154

就労継続支援（A型）
738 967 792 1,359 828 1,619

41 56 44 80 46 90

就労継続支援（B型）
11,952 10,982 12,608 11,339 13,344 11,593

747 728 788 750 834 764

療養介護 56 60 56 61 56 62

短期入所（福祉型）
779 1,168 779 1,361 798 1,801

41 57 41 66 42 87

短期入所（医療型）
77 67 77 53 77 67

11 10 11 9 11 12

居
住
系

サ
ー

ビ
ス

共同生活援助 336 331 364 346 405 353

施設入所支援 289 299 289 302 289 302
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達成率 達成率 達成率
サ　ー　ビ　ス　名

平成27年度 平成28年度 平成29年度

計画見込量 平均値 計画見込量 平均値 計画見込量 平均値

人 人 38.0% 人 人 52.5% 人 人 60.4%

人 人 60.0% 人 人 33.3% 人 人 57.1%

人 人 100.0% 人 人 75.0% 人 人 80.0%

人日分 人日分 121.8% 人日分 人日分 119.4% 人日分 人日分 141.3%

人 人 101.0% 人 人 97.4% 人 人 100.8%

人日分 人日分 33.3% 人日分 人日分 45.8% 人日分 人日分 54.2%

人 人 50.0% 人 人 100.0% 人 人 100.0%

人日分 人日分 178.9% 人日分 人日分 179.5% 人日分 人日分 186.2%

人 人 107.9% 人 人 131.0% 人 人 138.2%

人日分 人日分 88.5% 人日分 人日分 75.7% 人日分 人日分 51.0%

人 人 134.6% 人 人 127.0% 人 人 93.8%

人 人 55.6% 人 人 58.6% 人 人 58.6%

注） 障害者総合支援法及び児童福祉法に基づくサービスの実績値（各月の平均値）となっています。

相
談
支
援

計画相談支援 426 162 402 211 424 256

地域移行支援 5 3 6 2 7 4

地域定着支援 3 3 4 3 5 4

児
童
福
祉
法
の
サ
ｌ
ビ
ス

児童発達支援
2,385 2,905 2,490 2,974 2,580 3,645

477 482 498 485 516 520

医療型児童発達支援
24 8 24 11 24 13

4 2 4 4 4 4

放課後等デイサービス
3,680 6,582 3,870 6,948 4,080 7,595

368 397 387 507 408 564

保育所等訪問支援
52 46 74 56 96 49

26 35 37 47 48 45

123 220 129障害児相談支援 198 110 210
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達成率 達成率 達成率

100.0% 100.0% 100.0%

50.0% 150.0% 300.0%

134.3% 114.3% 114.0%

87.5% 100.0% 100.0%

100.0% 100.0% 100.0%

98.4% 127.6% 137.8%

103.3% 109.7% 106.8%

122.2% 155.6% 111.1%

98.5% 92.3% 91.0%

10

（８）手話奉仕員養成研修事業（協力員登録者数） 194 191 196 181 199 181

ウ　居宅生活動作補助用具（住宅改修） 9 11 9 14 9

339

イ　排せつ管理支援用具（ストマ） 7,005 7,237 7,005 7,682 7,005 7,481

ア　日常生活用具 246 242 246 314 246

2

（７）日常生活用具給付等事業（件数）

ウ　手話通訳者設置事業（設置数） 2 2 2 2 2

イ　要約筆記者派遣事業（実利用者数） 8 8 8 8 87

ア　手話通訳者派遣事業（実利用者数） 137 140 160 143 163184

有

（６）意思疎通支援事業

（５）成年後見制度法人後見支援事業 有 有 有 有 有

無

（４）成年後見制度利用支援事業 2 1 2 3 2 6

ウ　住宅入居等支援事業 有 無 有 無 有

イ　基幹相談支援センター等機能強化事業 有 有 有 有 有 有

（２）自発的活動支援事業 有

ア　障害者相談支援事業（実施箇所数） 9 9 9 9 9 9

（３）相談支援事業

有 有 有 有

 計画見込量 実績数

有

有

（1）理解促進研修・啓発事業 有 有 有 有 有

地域生活支援事業の実績報告

サ　ー　ビ　ス　名
平成27年度 平成28年度 平成29年度

 計画見込量 実績数  計画見込量 実績数
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達成率 達成率 達成率 計画見込量 実績数
サ　ー　ビ　ス　名

平成27年度 平成28年度 平成29年度

 計画見込量 実績数  計画見込量 実績数

115.7% 122.2% 122.9%

119.6% 130.0% 130.1%

100.0% 100.0% 100.0%

111.4% 136.7% 133.9%

89.3% 92.9% 89.3%

121.4% 185.7% 192.9%

93.8% 91.7% 91.7%

93.5% 92.5% 86.0%

カセットテープ版 22 20 18

CD版 38 38 33

デイジー版 40 41 41

200.0% 100.0% 50.0%

85.7% 85.7% 128.6%9自動車改造費助成事業（利用者数） 7 6 7 6 7
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自動車運転教習費助成事業（利用者数） 2 4 2 2 2 1

声の広報製作部数 107 100 107 99 107

点字版広報製作部数 48 45 48 44 48 44

点字・声の広報等発行事業

27

社会参加促進事業

更生訓練費給付事業（実利用者数） 14 17 14 26 14

　訪問入浴サービス事業（実利用者数） 28 25 28 26 28 25

（１１）その他の事業

4

利用者数　 1,114 1,241 1,124 1,536 1,134 1,518

実施箇所数 4 4 4 4 4

6,017

（１０）地域活動支援センター機能強化事業

延べ利用時間数（月間の平均時間） 4,217 5,045 4,416 5,739 4,625

利用者数 383 443 401 490 420 516

（９）移動支援事業
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平成30年4月1日現在              

種　　　別 定員 利用人数 設置運営 移行・新規開設日 所　　　在　　　地

1 生 活 介 護 40 33 公設公営 平成19年4月1日 塩浜２－５－２０ 塩浜福祉プラザ１Ｆ

2 生 活 介 護 30 30 公設民営 平成19年4月1日 東砂３－３０－６　東砂福祉プラザ１・２Ｆ

3 生 活 介 護 60 58 公設民営 平成19年4月1日 亀戸９－６－２９

4 就労継続支援（B型） 60 49 公設民営 平成19年4月1日 東砂３－３０－６　東砂福祉プラザ２・３Ｆ

生 活 介 護 23 21

就労継続支援（B型） 42 40

生活介護（Ⅰ） 24 19

生活介護（Ⅱ） 30 26

就労継続支援（B型） 26 12

7 就労継続支援（B型） 60 50 民設民営 平成19年4月1日 南砂４－３－１０

就 労 移 行 支 援 15 2

就労継続支援（B型） 35 33

就労継続支援（B型） 40 37 塩浜２－５－２０　塩浜福祉プラザ４Ｆ

（分室） 就労継続支援（B型） 20 15 木場６－９－１

生 活 介 護 20 15 塩浜２－５－２０　塩浜福祉プラザ３Ｆ

（分室） 就労継続支援（B型） 20 8 東砂６－２－１４

江東区第二あすなろ作業所

ワークセンターつばさ

江東区　通所支援施設等　一覧

9 若竹作業所 民設民営 平成21年4月1日

10 高齢障害者通所施設さくら 民設民営 平成26年4月1日

第三あすなろ作業所

8 民設民営 平成19年4月1日 佐賀２－７－４

5 公設民営 平成19年4月1日 毛利２－１－１４

6 江東区障害者福祉センター 公設民営 平成25年4月1日 扇橋３－７－２

施　　　設　　　名

江東区塩浜福祉園

江東区東砂福祉園

江東区亀戸福祉園

江東区あすなろ作業所
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種　　　別 定員 利用人数 設置運営 移行・新規開設日 所　　　在　　　地施　　　設　　　名

11 就労継続支援（B型） 30 33 民設民営 平成19年4月1日 北砂１－１４－４　１F

12 就労継続支援（B型） 25 25 民設民営 平成19年4月1日 北砂１－１４－４　２F

13 就労継続支援（B型） 20 22 民設民営 平成22年4月1日 千石２－２－５

生 活 介 護 10 12

就労継続支援（B型） 10 10

15 就労継続支援（B型） 20 19 民設民営 平成24年4月1日 北砂１－１５－８　２Ｆ

就労継続支援（B型） 20 27 平成23年4月1日 東砂６－２０－７　１Ｆ

（分室） 就労継続支援（B型） 15 11 平成25年4月1日 東砂５－１６－３　１Ｆ

17 生 活 介 護 40 38 民設民営 平成19年4月1日 塩浜２－５－２０　塩浜福祉プラザ３・４Ｆ

18 生 活 介 護 20 24 民設民営 平成25年12月1日 北砂７－９－１　太陽ベニヤビル１・２Ｆ

19 生 活 介 護 20 14 民設民営 平成19年4月1日 南砂３－５－１４ OK．BLDG-Ⅱ ２・３F

生 活 介 護 10 10 平成30年4月1日

就労継続支援（B型） 10 9 平成22年4月1日

就 労 移 行 支 援 6 4 平成19年4月1日

就労継続支援（B型） 14 10 平成20年4月1日

就 労 移 行 支 援 6 2

就労継続支援（B型） 14 10

のびのび共同作業所　大河

北砂３－２２－２０

22 のびのび作業所デリバリー 民設民営 平成26年4月1日 大島６－１－４－１０９・１１０・１１１

のびのび共同作業所　大地

のびのび共同作業所　第２大地

のびのび共同作業所　青空

21 のびのび作業所エコ

20

民設民営 平成23年4月1日 北砂１－１７－４ 稲見北砂ハイツ１F

ドリームクラブハウス

16 ドリーム第２ 民設民営

ゆめ工房

ゆめ工房北砂

ふれあい工房

14 ネットワークゆめ工房

南砂３－５－１４ OK．BLDG-Ⅱ ４・５F民設民営

民設民営
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種　　　別 定員 利用人数 設置運営 移行・新規開設日 所　　　在　　　地施　　　設　　　名

就労継続支援（B型） 20 13 平成26年4月1日

生 活 介 護 20 23 平成28年1月1日

就労継続支援（B型） 10 12 枝川２－３－７　アライビル１・２F

（分室） 生 活 介 護 15 13 塩浜２－５－２０　塩浜福祉プラザ３Ｆ

25 就労継続支援（B型） 20 32 民設民営 平成20年10月1日 大島１－６－９

26 就労継続支援（B型） 20 17 民設民営 平成20年10月1日 亀戸４－３８－４　ＧＳハイム亀戸マンション１０１

27 就労継続支援（B型） 20 22 民設民営 平成27年11月1日 大島８－３２－９

28 就労継続支援（B型） 20 20 民設民営 平成19年6月1日 白河４－７－２

就 労 移 行 支 援 8 8 平成25年4月1日

就労継続支援（B型） 20 37 平成22年4月1日

30 就労継続支援（B型） 20 31 民設民営 平成24年4月1日 南砂３－４－６

31 就労継続支援（B型） 20 28 民設民営 平成25年4月1日 大島４－１－６－１４６

32 就労継続支援（B型） 20 20 民設民営 平成25年4月1日 平野３－７－４　オーク・ミューラル２０１

33 就労継続支援（B型） 20 21 民設民営 平成23年5月1日 木場６－１０－６TKYビル５Ｆ

34 就 労 移 行 支 援 20 18 民設民営 平成25年7月1日 東陽２－４－４６　ＡＳＫビル５Ｆ

35 就 労 移 行 支 援 H28年4月10日付休止 民設民営 平成27年12月1日 青海２－４－３２

ティービーエスオペレーション東陽町就労支援センター

ティービーエスオペレーションお台場就労支援センター

民設民営 毛利１－７－３　田中ビル

コム・オアシス

すこやか作業所

新生したまち作業所

らふぁえる

サンフラワーワーキング

ソフトパワー

コミュニティワークＴ＆Ｋ

オアシス・プラス

29 ピアワーク・オアシス

23 民設民営

24 自立センターあけぼの 民設民営 平成23年4月1日

のびのび作業所フーズ 大島８－３２－１３　マヒコビル１・２Ｆ
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種　　　別 定員 利用人数 設置運営 移行・新規開設日 所　　　在　　　地施　　　設　　　名

36 就労継続支援(Ａ型) 20 19 民設民営 平成26年11月1日 北砂５－２０ １３号棟１０６

37 就労継続支援(Ａ型) 20 13 民設民営 平成27年3月1日 潮見１－２９－７

38 生 活 介 護 20 17 民設民営 平成27年4月1日 塩浜２－５－２０　塩浜福祉プラザ３Ｆ

39 就労継続支援(Ａ型) 20 27 民設民営 平成28年4月1日 亀戸１－３１－７　亀戸センタービル５Ｆ

40 就労継続支援(Ａ型) 20 25 民設民営 平成28年4月1日 毛利１－２１－２　錦糸町フォディアビル２Ｆ

41 就労継続支援(Ａ型) 20 40 民設民営 平成28年4月1日 北砂２－１５－３１　山東ビル２Ｆ

42 就労移行支援 20 9 民設民営 平成28年10月1日 木場６－１０－６TKYビル３Ｆ

43 就労移行支援 20 21 民設民営 平成29年4月1日 森下２－１８－２センテナリー森下２Ｆ

44 就労移行支援 20 1 民設民営 平成29年12月1日 亀戸６ ５８ １５　ダンディリオン亀戸駅前ビル２Ｆ

45 Ｓｍｉｌｅ　Ｌａｂ　Ｔｏｋｙｏ 就労継続支援（B型） 20 0 民設民営 平成30年3月1日 木場１ ４ ５　イマス木場ビル５Ｂ

46 就労移行支援 20 0 民設民営 平成30年4月1日 木場６ １０ ６　ＴＫＹビル４Ｆ

47 Ｒａｉｎｂｏｗ　Ｈｏｍｅ 就労継続支援（B型） 20 0 民設民営 平成30年4月1日 猿江１ ３ ３　石上ビル１Ｆ　

生 活 介 護 30 44 平成24年4月1日

医 療 型 児 童 発 達 支 援 5 15 平成24年4月1日

児 童 発 達 支 援 44 246 平成19年4月1日 塩浜２－５－２０　塩浜福祉プラザ１Ｆ

江東区こども発達扇橋センター （分室） 児 童 発 達 支 援 41 272 平成20年4月1日 扇橋３－７－２　障害者福祉センター１Ｆ

50 放課後等デイサービス 10 13 民設民営 平成25年4月1日 猿江２－９－５　２・３Ｆ

51 放課後等デイサービス 10 9 民設民営 平成25年4月1日 海辺３－７　シャリオビル１Ｆ

ヒューマングロー錦糸町

ライフアーク北砂

ライフアーク木場

ティオ森下

48 公設民営

就労移行支援事業所かがやく学び舎

東京都立東部療育センター

阿梨ヶ舎

エコミラ江東

ふれんど　しおはま

ヒューマングロー亀戸

49 公設民営

第２まつぼっくり子ども教室

江東区こども発達センター

まつぼっくり子ども教室

フロンティアリンク　東京木場キャリアセンター

新砂３－３－２５
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種　　　別 定員 利用人数 設置運営 移行・新規開設日 所　　　在　　　地施　　　設　　　名

52 放課後等デイサービス 10 20 民設民営 平成25年4月1日 扇橋３－３－７　宮内ビル１・２Ｆ

児 童 発 達 支 援 20 51

放課後等デイサービス 20 18

児 童 発 達 支 援 10 27

放課後等デイサービス 10 18

児 童 発 達 支 援 10 35

放課後等デイサービス 10 12

56 放課後等デイサービス 10 13 民設民営 平成25年4月1日 冬木６－２０

19 29

(重心） 5 10

10 12

(重心） 5 13

59 放課後等デイサービス 20 25 民設民営 平成25年4月1日 石島５－７　深川ビル１Ｆ

60 放課後等デイサービス 10 20 民設民営 平成25年4月1日 南砂２－２８－３　ラズフィス東陽町２０１

61 放課後等デイサービス 10 17 民設民営 平成24年5月1日 大島１－３０－４　Ｌ－ＴＯＷＥＲ３Ｆ

62 放課後等デイサービス 10 27 民設民営 平成24年7月1日 永代２－２３－１　内山ビル２Ｆ

63 放課後等デイサービス 10 44 民設民営 平成24年12月1日 大島５－４５－９　ライオンズステーションプラザ２０１

64 放課後等デイサービス 10 26 民設民営 平成25年2月1日 亀戸１－３１－７　亀戸センタービル４Ｆ

亀戸６－４８－５

58 第３こぴあクラブ 放課後等デイサービス 民設民営

スマートキッズプラス門前仲町

平成28年4月1日 枝川１－１１－１６

たんぽぽクラブ

南砂ぞうさんクラブ

こぴあクラブ

57 第２こぴあクラブ 放課後等デイサービス 民設民営 平成25年4月1日

乳幼児親子教室 民設民営 平成25年4月1日 猿江１－１８－９－２０４

54 第２乳幼児親子教室 民設民営 平成25年4月1日 住吉１－８－１８　住吉ビル１Ｆ

さくらんぼ子ども教室

55 第３親子教室うみべ 民設民営

53

スマートキッズプラス大島

スマートキッズジュニア亀戸

スマートキッズプラス西大島

平成23年4月1日 海辺４－１２　第二ユーエスビル１０１
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種　　　別 定員 利用人数 設置運営 移行・新規開設日 所　　　在　　　地施　　　設　　　名

児 童 発 達 支 援 10 6 平成26年1月1日

放課後等デイサービス 10 23 平成25年4月1日

66 放課後等デイサービス 10 23 民設民営 平成26年4月1日 住吉２－７－１４　國谷ビル２０１

67 放課後等デイサービス 10 26 民設民営 平成27年1月1日 佐賀１－９－７　原田ビル２Ｆ

68 放課後等デイサービス 10 19 民設民営 平成27年4月1日 平野４－１２－２　坂戸ビル１Ｆ

69 放課後等デイサービス 10 14 民設民営 平成27年6月1日 東雲１－６－２３　スクエア１６２３　２０１号室

70 児 童 発 達 支 援 10 78 民設民営 平成26年7月1日 福住１－１７－８　東亜門前仲町ビル４Ｆ

71 放課後等デイサービス 10 23 民設民営 平成27年3月1日 千田８－７　高田ビル２Ｆ

72 放課後等デイサービス 10 15 民設民営 平成28年4月1日 越中島２－１３－１０　北沢ビル２Ｆ

児 童 発 達 支 援 10 11

放課後等デイサービス 10 90

児 童 発 達 支 援 10 0

放課後等デイサービス 10 50

児 童 発 達 支 援 10 0

放課後等デイサービス 10 43

76 児 童 発 達 支 援 10 50 民設民営 平成29年4月1日 門前仲町１－９－５　門前仲町ビル２Ｆ

児 童 発 達 支 援 10 34

放課後等デイサービス 10 27

民設民営 平成28年12月1日 千田７－１７　大塚ビル１Ｆ75

リエゾン門前仲町

77 らいおんハート遊びリテーション児童デイ北砂

コラゾン江東住吉

ごえん舎越中島

白河２－８－５　三栄ビル４Ｆ

74 コラゾン東陽町 民設民営 平成27年10月1日 東陽３－２６－７　東陽大経ビル２Ｆ

スマートキッズプラス住吉

スマートキッズジュニア門前仲町

スマートキッズプラス木場公園

スマートキッズプラス東雲

LITALICOジュニア門前仲町教室

73

65 スマートキッズプラス豊洲 民設民営 枝川２－１５－２　大岩ビル１Ｆ

ごえん舎江東

民設民営 平成27年4月1日

コラゾン清澄白河 民設民営 平成27年4月1日

北砂５－２０　７号棟第１０１号室
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種　　　別 定員 利用人数 設置運営 移行・新規開設日 所　　　在　　　地施　　　設　　　名

78 放課後等デイサービス 10 13 民設民営 平成27年7月1日 辰巳１－２－９－１０２

79 放課後等デイサービス 10 20 民設民営 平成27年12月1日 亀戸７－３－７　伊藤ビル１Ｆ

80 放課後等デイサービス 10 27 民設民営 平成29年4月1日 亀戸４－１１－９AHAVAビル２Ｆ

81 放課後等デイサービス 10 20 民設民営 平成28年1月1日 新大橋２－１５－３　飯田ビル１Ｆ

児 童 発 達 支 援 10 18

放課後等デイサービス 10 14

83 放課後等デイサービス 10 30 民設民営 平成28年6月1日 永代２－３４－１１

児 童 発 達 支 援 10 20

放課後等デイサービス 10 26

85 障害児保育園ヘレン東雲　(重心） 児 童 発 達 支 援 5 6 民設民営 平成29年6月1日 東雲２ １ ２２　キャッスルビル東雲１Ｆ

86 放課後等デイサービス 10 30 民設民営 平成29年9月1日 扇橋２ ３ ５　シティーロードクラブビル１Ｆ

87 地域活動支援センター 20 210 民設民営 平成19年4月1日 東陽３－１６－１２

88 地域活動支援センター 20 282 民設民営 平成20年10月1日 住吉１－１７－２０　住吉ビル４Ｆ

89 地域活動支援センター 20 277 民設民営 平成22年4月1日 大島５－１０－１０　セントラルプラザ大島１０１

※こども発達センター、こども発達扇橋センターについては、( )書きで在籍人数の上限を記載。地域活動支援センターは登録者数を記載。

児童デイサービス　スマイル江東

このこのリーフ亀戸第２

82 こぱんはうすさくら　亀戸教室

84 みらいキッズ東陽町 民設民営 平成29年3月1日

民設民営 平成28年3月1日

放課後等デイサービス　ＧＲＩＰ　キッズ　扇橋校

ウィル・オアシス

ロータス

ステップ

石島９－１４　シャンテ石島１Ｆ

放課後等デイサービス　大夢

このこのリーフ亀戸

みらいキッズ

亀戸９－１９－７　日商岩井亀戸マンション１Ｆ
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江東区障害者福祉施設の状況

施設数 定員 施設数 定員 施設数 定員

生活介護 15 397 13 387 15 412

就労継続支援（A型） 2 10 5 110 5 100

就労継続支援（B型） 29 700 29 700 31 731

就労移行支援 8 89 10 133 10 155

医療型児童発達支援 1 5 1 5 1 5

児童発達支援 12 195 15 235 15 220

放課後等デイサービス 27 314 33 380 34 379

地域活動支援センター
（Ⅰ型）

3 60 3 60 3 60

地域活動支援センター
（Ⅱ型）

1 30 1 30 1 30

グループホーム 42 228 41 222 39 216

宿泊型自立訓練 1 30 1 30 1 30

  地域活動支援センター

 居住系施設

休止中施設を含む

  障害児通所施設

施設の種別
平成27年度実績 平成28年度実績 平成29年度実績

備考

　障害者通所支援施設
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東京都障害者への理解促進及び差別解消 

の推進に関する条例について（概要） 

 

１ 目 的   
障害を理由とする差別の解消の推進に関し、基本理念を定め、東京都、都民

及び事業者の責務を明らかにするとともに、相談及び紛争の防止又は解決のた

めの体制の整備並びに、啓発の実施に関し必要な事項等を定めることにより、

障害を理由とする差別を解消し、もって共生社会の実現に寄与することを目的

としている。 
 
２ 基本理念 

（１）全ての都民は、障害の有無にかかわらず、基本的人権を享有するかけが

えのない個人として尊重されること。 
（２）全ての障害者は、社会を構成する一員として社会、経済、文化その他あ

らゆる分野の活動に参加する機会が確保されること。 
（３）全ての障害者は、可能な限り、意思疎通のための手段についての選択の

機会が確保され、情報の取得、利用手段の選択の機会拡大が図られること。 
（４）全ての障害者は、性別、年齢等による複合的な原因により特に困難な状

況に置かれている場合には、その状況に応じた適切な配慮がなされること。 
（５）障害を理由とする差別の解消は、全ての都民が相互理解を進め、障害理

解を深めることを基本として進めること。 
 
３ 主なポイント 

（１）合理的配慮の提供の義務について 
   障害者差別解消法では、民間事業者の合理的配慮の提供は「努力義務」

であるが、本条例においては、義務とされている。（第７条第２項） 
（２）広域支援相談員の設置 
   東京都は、障害者やその家族等からの相談に応じるとともに、区市町村

における相談の解決を支援するため、必要な助言、調査、情報の提供及び

関係者間の調整を行う広域支援相談員を設置する。（第８条） 
（３）あっせんについて 
   当該相談について広域支援相談員が対応しても解決が見込めない等の場

合には、知事に対し、紛争解決のために必要なあっせんを求めることがで

きる。知事は、事実調査のうえ、都民への影響が大きい事案であり、必要

があると認められるときは、「東京都障害を理由とする差別解消のための調

整委員会」にあっせんを付託し、必要な措置を講ずるよう勧告を求めるこ

とができる。（第１１条～第１４条） 
 
４ 施行日   平成３０年１０月１日 
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